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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第６期 第７期 第８期 第９期 第10期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 （千円） － － 1,573,039 1,117,000 2,867,759

経常損益(△は損失) （千円） － － △1,568,439 △483,492 14,290

当期純損益(△は損

失)
（千円） － － △2,111,547 △1,050,152 △234,026

純資産額 （千円） － － 40,232 － 166,400

総資産額 （千円） － － 2,213,370 － 2,602,686

１株当たり純資産額 （円） － － 1,769.70 － 1,899.11

１株当たり当期純

損益(△は損失)
（円） － － △93,447.86 △44,626.57 △5,014.50

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） － － 1.8 － 3.5

自己資本利益率 （％） － － △5,248.4 － △255.1

株価収益率 （倍） － － △2.7 △1.5 △14.5

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） － － △363,429 68,123 54,516

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） － － △134,186 205,332 315,253

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） － － 254,455 328,633 △565,886

現金及び現金同等

物の期末残高
（千円） － － 256,805 858,894 662,778

従業員数

（外、平均臨時雇者

（人）

数） 

－

 

－

 

47

 

43

 

122

（17）

　（注）１．第８期連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。また、

第９期は連結貸借対照表を作成しておりませんので、純資産額、総資産額、１株当たり純資産額、自己資本比

率、自己資本利益率の記載はしておりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．第８期及び第９期並びに第10期潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在する

ものの１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。

４．第９期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号　平成17年12月９日）を適用しております。

EDINET提出書類

株式会社アイ・ビー・イーホールディングス(E05321)

有価証券報告書

  2/115



(2）提出会社の経営指標等

回次 第６期 第７期 第８期 第９期 第10期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 （千円） 2,150,720 2,834,270 1,501,938 1,009,749 821,828

経常損益(△は損失) （千円） 147,928 188,837 △887,387 △447,602 △223,360

当期純損益(△は損

失)
（千円） 80,395 100,612 △2,132,495 △1,050,152 △293,119

持分法を適用した場

合の投資損益(△は

損失)

（千円） － △20,947 － － －

資本金 （千円） 555,750 971,745 1,002,105 1,555,542 1,590,542

発行済株式総数 （株） 19,340 22,366 22,734 45,082 48,300

純資産額 （千円） 1,178,122 2,110,725 40,232 95,671 106,997

総資産額 （千円） 3,061,060 4,126,730 2,190,802 1,455,287 1,103,466

１株当たり純資産額 （円） 60,916.35 94,372.08 1,769.70 2,122.16 669.25

１株当たり配当額

（うち１株当たり中

間配当額）

（円）
－

（－)

－

(－)

－

(－) 

－

(－) 

－

（－)

１株当たり当期純

損益(△は損失)
（円） 4,156.97 4,772.90 △94,374.92 △44,626.57 △6,279.08

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益
（円） 4,136.66 4,606.39 － － －

自己資本比率 （％） 38.5 51.1 1.8 6.6 2.9

自己資本利益率 （％） 7.07 6.12 △198.3 △109.7 △906.8

株価収益率 （倍） 56.5 56.6 △2.7 △1.5 △11.6

配当性向 （％） － － － － －

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △845,137 982,369 － － －

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △889,620 △1,415,299 － － －

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 818,065 845,696 － － －

現金及び現金同等

物の期末残高
（千円） 87,199 499,966 － － －

従業員数 （人） 47 55 47 43 38

　（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．第８期及び第９期並びに第10期潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在する

ものの１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。

３．第８期より連結財務諸表を作成しているため、営業活動によるキャッシュフロー、投資活動によるキャッ

シュフロー、財務活動によるキャッシュフロー及び現金及び現金同等物の期末残高は記載しておりません。

４．第９期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号　平成17年12月９日）を適用しております。
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２【沿革】

年月 事項

平成10年11月 株式会社ダイナウェア マルチメディア事業部を分社するため、東京都渋谷区に事業準備会社、株

式会社ディーフォーソリューション（資本金10,000千円）を設立。

平成11年６月 商号を株式会社アイ・ビー・イーに変更。株式会社ダイナウェア マルチメディア事業部より業務

移管作業を開始。

平成11年10月 マルチメディア［＊１］システム事業創業、システムインテグレーション［＊２］サービスを中

心にマルチメディア関連ソリューション［＊３］を提供。

平成11年12月 株式会社ダイナウェア、シャープ株式会社、エヌ・ティ・ティ・ソフトウェア株式会社及びトラン

スコスモス株式会社の４社間にて、当社の出資と運営に関する基本協定を締結。

平成12年４月 上記基本協定に基づく出資が完了。

平成12年６月 株式会社ダイナウェア マルチメディア事業部の全従業員が当社に移籍。

平成12年11月 株式会社ダイナウェアよりデジタルビデオインテグレーションに関する営業を譲受け、デジタル

映像システムに関するテクノロジー、ノウハウ、ソフトウェアを取得。また、同社よりインターネッ

ト上での著作権・課金管理に関するソフトウェアを購入。

平成13年５月 当社初の自社開発パッケージソフト［＊４］「EZ プレゼンテーター」の市場販売を開始。

平成13年９月 本社及び「IBEトレーニングセンター」を拡張。「Video-ITデモセンター」を創設。

平成13年12月 韓国のohmylove,Inc.（現CXP,Inc.）より、テレビ会議システム向けソフトウェア「GloBiz21」の日

本における販売権を取得、平成14年４月より、エンドユーザー［＊５］への販売とＯＥＭ［＊６］

協定の締結、カスタマイゼーション［＊７］など関連サービスの提供を開始。

平成14年12月 東京証券取引所マザーズに株式を上場。

平成15年２月 ビデオジュークボックスサービス「Video Tank」開発

平成15年７月 本社を現在地（東京都千代田区)に移転

平成18年３月 株式会社インターネット総合研究所と業務提携

平成19年１月 株式会社ネット・タイムと資本・業務提携

平成19年２月 株式会社シブヤテレビジョンと資本・業務提携

平成19年９月 株式交換により株式会社ネット・タイムを完全子会社化

平成20年１月 株式交換により株式会社シブヤテレビジョンを完全子会社化

［＊１］マルチメディア　　　　　　：コンピュータ上で、文字、静止画、動画、音声など、様々な形態の情報を統合して扱うこ

と。

［＊２］システムインテグレーション：顧客の要求仕様に基づきコンピュータシステムを構築、あるいは機器を納入す

るサービスのこと。

［＊３］ソリューション　　　　　　：問題を解決するための手法の総称、特に業務上の問題解決と要求実現のための情報シ

ステムのこと。

［＊４］パッケージソフト　　　　　：汎用機能を商品化したソフトウェアのこと。

［＊５］エンドユーザー　　　　　　：専ら自らの業務や趣味のためにコンピュータを利用する者のこと。また、ソフトウェ

アの一般利用者のこと。

［＊６］ＯＥＭ　　　　　　　　　　：Ｏriginal Ｅquipment Ｍanufacturingの略。注文側の商標で販売される商品を受託生産するこ

と。

［＊７］カスタマイゼーション　　　：顧客の環境や注文に応じ、ソフトウェアの設定、設計を調整すること。
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３【事業の内容】

　当社グループは、当社（株式会社アイ・ビー・イー）、子会社３社（株式会社シブヤテレビジョン、株式会社ネット・

タイム,有限会社S&Sミュージックパブリッシャーズ）、関連会社２社（民法上の任意組合世界自然遺産製作委員会、民

法上の任意組合宇宙エレベータ製作委員会）で構成され、デジタル映像関連システムおよび情報セキュリティ関連シ

ステムの提供を行なうITソリューション事業と広告事業・音楽事業等を行うメディアソリューション事業を主たる業

務としております。

　各事業の内容および各事業におけるグループ各社の位置付けは次のとおりです。

 ①　ITソリューション事業　

　「デジタル映像技術」と「コンピュータ技術」を融合させたデジタル映像関連システムを放送業界や一般企業に

向けて提供しております。販売および開発は当社が行なっております。

　情報・ネットワークセキュリティソフトウェア製品の開発および販売については、子会社である株式会社ネット・

タイムが行なっております。

 ②　メディアソリューション事業

　街頭ビジョンを中心とした広告事業、ライブホールの運営等の音楽事業、ダンススクールの運営・映像制作を子会

社である株式会社シブヤテレビジョンが行なっております。また、民法上の任意組合２社で映像原盤製作販売を行っ

ております。有限会社S&Sミュージックパブリッシャーズは著作権の管理業務をおこなっております。

 事業系統図は次のとおりであります。

（注）当社の「その他の関係会社」である株式会社ケン・コーポレーションは主な事業内容として、不動産の賃貸・

　　売買仲介を行っております。
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４【関係会社の状況】

（1）連結子会社

名称 住所
資本金
（千円）

主要な事業の内容

議決権の所有割
合又は被所有割
合

（％）

関係内容

株式会社シブヤテレビジョン

（注１）（注２）（注３）
東京都港区 60,000

メディアソ

リューション事

業

100  

役員の兼任３名

経営指導

業務指導

株式会社ネット・タイム

（注１）（注２）（注４）
東京都千代田区 299,301

ＩＴソリュー

ション事業
100  

役員の兼任１名

ソフトウェア仕

入 

　（注１）主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。

　（注２）特定子会社であります。

　（注３）株式会社シブヤテレビジョンについては、売上高（連結会社間の内部取引を除く）の連結売上高に占める割合　

　　　　　が100分の10を超えております。

　　　　　主要な損益情報等　（1）売上高　　　1,749,993千円

　　　　　　　　　　　　　　（2）経常利益　　　260,621千円

　　　　　　　　　　　　　　（3）当期純利益　　145,521千円

　　　　　　　　　　　　　　（4）純資産額　　　267,120千円

　　　　　　　　　　　　　　（5）総資産額　　1,487,538千円

　（注４）株式会社ネット・タイムについては、売上高（連結会社間の内部取引を除く）の連結売上高に占める割合　

　　　　　が100分の10を超えております。

　　　　　主要な損益情報等　（1）売上高　　　　326,251千円

　　　　　　　　　　　　　　（2）経常利益　　　 24,873千円

　　　　　　　　　　　　　　（3）当期純利益　　　9,798千円

　　　　　　　　　　　　　　（4）純資産額　　　 81,685千円

　　　　　　　　　　　　　　（5）総資産額　　　182,352千円

(２）その他の関係会社

名称 住所
資本金
（千円）

主要な事業内容

当社の議決権
被所有割合

 比率（％）
関係内容

㈱ケン・コーポレー

ション
東京都港区 380,000

不動産の賃貸・売買

仲介
32.1

転換社債型新株予約

権付社債の引受

利息の支払　

システムの受託開発

５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成20年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）

メディアソリューション事業 62 (17)

ＩＴソリューション事業 60 　

合計 122 (17) 

　（注）１．従業員数は就業人数（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出

向者を含む。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員、季節工を含む。）は、年間

の平均人数を（）外数で記載しております。

　　　　２．従業員数が前期末に比較して大幅に増員している主な要因は、株式会社シブヤテレビジョン、株式会社ネット・

タイムの連結子会社化によるものであります。
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(2）提出会社の状況

　 平成20年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

38 35.0 3.2 5,086,829

　（注）１．従業員数は就業人員数（当社から当社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、使用

人兼務役員数は含まれておりません。

２．平均年間給与は、基準外賃金は含みません。

　　　　３．従業員数が前期末に比較して減少（５名）している主な要因は、当社外への出向によるものであります。

(3）労働組合の状況

　労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　当連結会計年度における我が国経済は、好調な企業業績を背景とした設備投資の増加や堅調な個人消費を背景に、

減速が一巡し持ち直し基調を維持しておりますが、サブプライムローン問題の影響等による米国経済の減速や原油

価格の高騰、円高による企業収益の悪化リスクなど今後注視すべき不透明な材料も多く、今後につきましては決し

て楽観できない状況であります。

　このような状況の中、当社グループでは経営資源の拡充・事業領域の拡大を目的として当連結会計年度より株式

会社シブヤテレビジョン、株式会社ネット・タイムを子会社化し、新生アイ・ビー・イーグループとして各社独自

の事業成長およびシナジーの追求に注力してまいりました。

　ITソリューション事業においては、ブロードバンドの普及や映像技術の進歩を背景として、株式会社アイ・ビー・

イーが、IT技術・デジタル映像技術を駆使し、利用したい映像コンテンツをタイムリーに検索できるように管理し、

様々なメディアに適合した形で配信できるように最適化を行う「デジタルアーカイブ＆デリバリー」の分野を中

心とした映像ソリューションを提供しております。株式会社ネット・タイムにおいては、情報漏えい防止等のセ

キュリティ対策への需要拡大を背景に、ICカードを主とした情報セキュリティソリューションの提供を行っており

ます。

　メディアソリューション事業においては、株式会社シブヤテレビジョンが渋谷のストリート７カ所に大型ビジョ

ンを配置し、光ファイバー回線を活用した、企業広告、商品広告、イベント情報プロモーションビデオクリップなど、

映像と音のネット配信によるメディア事業を展開するほか、ウェブサイトやライブホール、ダンススクール等の運

営を行い、総合メディアとして情報発信を行っております。　

　当社グループとしては、今後ますます多様化する顧客の需要に柔軟に対応するために、グループ間の連携を強化

し、トータルビジネスソリューションを提供できる企業集団を目指してまいります。当連結会計年度においても各

社の得意分野を活かした顧客への共同提案を行うなど、事業シナジーについても追求してまいりました。

　以上の結果、当連結会計年度の当社グループの売上高は2,867,759千円（前年同期比156.74％増）となり、営業利益

は44,261千円（前期は営業損失409,693千円）、経常利益は14,290千円（前期は経常損失483,492千円）、当期純損失

は234,026千円（前期は当期純損失1,050,152千円）となりました。

　事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。なお、メディアソリューション事業につきましては、当

連結会計年度よりセグメントを新設しているため、前年同期との比較は記載しておりません。

イ）ITソリューション事業

　映像ソリューションの分野においては、「放送と通信の融合」や放送局の「テープレス化」が加速化する中、

得意分野である放送・通信業界向け放送局内システム・映像配信システムの提供を中核とした事業展開を

行ってまいりました。また、不動産業向け画像データベースシステムの構築をスタートさせる等、コア・コンピ

タンスを重視しながら周辺事業領域の拡大にも注力してまいりました。

　情報セキュリティソリューションの分野では、情報漏えい防止に対する社会的ニーズが高まる中、ICカードを

利用したセキュリティ製品を中核にし、顧客の社内基幹システムとの連携を重視するなど、運用面に重点をお

いたソリューション提案を行い、順調にマーケットの裾野を拡大してまいりました。

　これらの結果、当連結会計年度においては1,127,466千円（前年同期比0.94％増）の売上高を計上いたしまし

た。

 ロ）メディアソリューション事業

　街頭ビジョンを中心とした広告事業の分野においては、渋谷駅前のスクランブル交差点に隣接するビジョン

の本格稼動の開始や地上波各局のビジョン出稿の定着化などによる顧客基盤の拡大が寄与し、順調な営業の成

果を達成しております。ライブホール運営を中心とした音楽事業およびダンススクール運営についても、「

shibuya Ｏ Groupというライブホールのブランドが浸透してきたことや、直営のダンススクール「

DANCE STUDIO BEASTAR」のオープンにより、多様な顧客からの支持を頂き順調に推移いたしました。また、

事業部の新設によりイベント事業を強化、情報発信企業としての収益基盤の拡大を図ってまいりました。

  これらの結果、当連結会計期間においては1,740,293千円の売上高を計上いたしました。

(2）キャッシュ・フロー

　当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税金等調整前当期純損失、社債等の

償還による支出要因がありましたが、出資金及び匿名組合出資金の分配、新株予約権付社債発行、減価償却費等の非

資金費用の増加等の増加要因もあり、当連結会計年度末は662,778千円となりました。
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（営業活動によるキャッシュフロー）

　当連結会計年度の営業活動の結果得られた資金は54,516千円（前連結会計年度は68,123千円の収入）となりまし

た。これは減価償却費129,318千円がありましたが、税金等調整前当期純損失による79,102千円の支出、法人税等の支

払111,964千円等の要因があったことによるものです。

（投資活動によるキャッシュフロー）

　当連結会計年度の投資活動の結果得られた資金は315,253千円（前連結会計年度は205,332千円の収入）となりま

した。これは出資金分配による収入153,179千円、匿名組合出資金分配による収入194,804千円、連結範囲の変更を伴

う子会社株式の取得による収入135,019千円等が主な要因です。

（財務活動によるキャッシュフロー）

　当連結会計年度において財務活動の結果、資金は565,886千円の支出（前連結会計年度は328,633千円の収入）とな

りました。これは、新株予約権付社債発行による収入399,706千円、長期借入金による収入300,000千円があったもの

の、新株予約権付社債の償還による支出300,000千円、社債の償還による支出317,000千円、長期借入金の返済による

支出が644,214千円等があったことが要因です。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当連結会計年度の生産実績は、次のとおりであります。

事業の区分
当連結会計年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

前年同期比（％）

ＩＴソリューション事業（千円） 494,769 53.8

メディアソリューション事業（千円）

(注３）
－ ―

合計（千円） 494,769 53.8

　（注）1．金額は製造原価によっており、セグメント間の内部振替前の数値によっております。

　      2．上記の金額には、消費税は含まれておりません。

　　　　3. メディアソリューション事業に関しましては、生産に該当する事項はありません。

(2）仕入実績

　当連結会計年度の仕入実績は、次のとおりであります。

事業の区分
当連結会計年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

前年同期比（％）

ＩＴソリューション事業（千円） 251,191 　　　　127.4　　　

メディアソリューション事業（千円） 42,925 　　　　―　

合計（千円） 294,116 　　　　149.2

　（注）1.　上記の金額には仕入価格で表示しております。

        2.　上記の金額には、消費税は含まれておりません。

(3）受注状況

　当連結会計年度における受注状況は、次のとおりであります。

事業の区分

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％）

ＩＴソリューション事業 1,192,548 99.7 241,000 156.1

メディアソリューション事業 1,729,369 ―　 190,000 ―　　

合計 2,921,917 244.2　 431,000 279.2　　

　（注）　金額は販売価格で表示しております。
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(4）販売実績

　当連結会計年度の販売実績は、次のとおりであります。

事業の区分
当連結会計年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

前年同期比（％）

 ＩＴソリューション事業（千円）　　(注） 1,127,466 　100.9　

 メディアソリューション事業（千円）(注） 1,740,293 　－

合計（千円） 2,867,759 256.7　

　（注）　本表の金額には、消費税は含まれておりません。
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３【対処すべき課題】

　当社グループは、市場環境の変化に柔軟に対応し収益を確保するために、対処すべき課題を以下のように考えており

ます。

①ITソリューション事業について

IT技術の急速な進歩に伴い、ITソリューションに対する需要はますます多様化・複雑化することが予想されます。

このような情勢のなかで着実な成長を維持しつづけるためには、従業員個人の能力向上は勿論、ノウハウ、知識、技術

を組織的に共有、発展させていく企業風土を形成することが重要であります。当社グループでは、社内インフラを整

備し、情報の共有化を進めるとともに、評価・研修プログラムを制度化することにより、人材の一層のレベルアップ

を図ることを目指します。 

②メディアソリューション事業について

インターネットや携帯電話の普及に伴い、広告メディアの多様化が急速に進んでおり、顧客の選択肢の幅も広がっ

てきております。このような中、収益基盤を拡大するには高付加価値なメディアソリューションを提供していくこと

は勿論、積極的に広告主の獲得に努めることが重要であると考えております。当社グループでは、広告代理店業務領

域の拡大に重点をおくことで、顧客基盤の拡大に努め、ワン・ストップのメディアソリューションサービスの実現を

目指します。

音楽事業については、今後首都圏エリアにおいて競合ライブホールの新規出店やリニューアルオープンが随時行わ

れるため、他店舗との差別化や「shibuya Ｏ Group」のブランド力向上に努めてまいります。

③グループ経営の積極的推進

当社クループの事業領域であるITソリューション事業、メディアソリューション事業においては、市場の成長とも

に今後ますます競争が激化していくことが予想されます。市場の変化に柔軟に対応し、顧客の幅広い要求に応えるた

めにグループ企業のシナジーを強化し、事業領域の拡大を図っていくことが重要であると考えております。同時にグ

ループ内での経営資源の共有化を推進し効率的な事業運営を推進してまいります。

④収益構造の転換

ITソリューション事業の収益構造は、受託開発案件を中心に決算期末に納入と検収が集中するため、結果として下

半期に売上高及び損益が偏る傾向になります。今後は、自社商品の積極的な開発と展開、代理店契約やOEM協定締結

などによる販売権の取得あるいは販売チャネル開拓の努力により、プロダクト事業の基盤を強化するとともに、保守

・コンサルティングを始めとするサービス事業の拡充を図ってまいります。併せて、受託開発案件についても、年間

を通した主体的な提案活動を計画的に顧客に行っていく社内体制を構築し、収益機会確保と収益平準化を進め、収益

構造の強化・安定を図ってまいります。
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４【事業等のリスク】

当社グループの業績は、今後起こりうるさまざまな要因により大きな影響を受ける可能性があります。以下におい

て、当社グループの事業展開上のリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項を記載しております。また、

必ずしも事業上のリスクに該当しない事項についても、投資判断上、あるいは当社の事業活動を理解する上で重要と

考えられる事項については、投資家に対する情報開示の観点から積極的に開示しております。当社はこれらのリスク

発生の可能性を認識した上で、発生の予防および発生した場合の対応に努める方針であります。

　なお、本項においては、将来に関する事項が含まれておりますが、当該事項は当連結会計年度末現在において判断し

たものであります。

1. マーケティングと販売活動について 

①マーケティング機能と商品企画力

当社グループの事業領域を拡大するためには、エンドユーザーに対して利便性の高いシステムとサービスを提供

することが重要と認識しております。当社グループでは、エンドユーザーニーズの吸収と企画・開発担当部門との

フィードバックに基づく商品開発を柔軟に行えるよう、体制の整備に注力しておりますが、当社グループの体制が

ニーズの吸収と魅力的新商品の開発を適切に行いうるとの保証はありません。

②販売活動について 

当社グループでは、事業提携先とも協力したマーケティング体制の確立、OEMや代理店を利用した販売チャネル開

拓、展示会への出展やセミナー開催などを通して販売促進と販売チャネル獲得のための努力を行っております。しか

しながら、これら努力によっても、計画した販売量を達成できず、また効果的販売チャネルを確立できないため、利益

を十分に確保できない可能性があります。

2. 人材の確保について

当社グループの主要事業領域において要求されるノウハウ・技術はますます多様化・複雑化することが予想さ

れ、優秀な人材を確保することは当社グループ事業の成長にとって極めて重要であります。外注を含め、現時点では、

必要な人材は確保されていると考えておりますが、特に技術の陳腐化が早い環境においては人事・報酬・評価制度

の陳腐化も早く、競争力のある制度の選択と導入は経営上の重要課題であると認識しております。しかしながら、い

ずれの制度についても継続的な人材確保を保証するものではなく、将来、人材の流出を招き、また、優れた人材を確保

することができず、将来的な事業展開の障害となりうる可能性があります。

3. 技術とサービスについて

①技術革新について  

 IT関連技術は技術革新の進歩が速く、それに応じて業界標準及び利用者ニーズが急速に変化し、新技術や新製品が

相次いで登場しております。これら新技術などへの対応が遅れた場合、当社の提供するサービスが陳腐化・不適応化

し、業界内での競争力低下を招く可能性があり、当社グループ事業及び経営に不利な影響を及ぼす可能性がありま

す。
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②システムの不具合について 

ITソリューションの分野においては、一般的にシステム上の不具合（いわゆるバグ）を完全に解消することは不可

能であるといわれており、当社システムにおいても各種不具合が発生することがあります。契約において免責事項を

定めてはいるものの、当社の重大な過失による不具合が発生した場合、当社業績に影響を与える可能性があります。

なお、顧客より、当社システムの不具合に関して当社業績に重大な影響を与えるクレーム等を受けたことはなく、訴

訟等も発生しておりません。

4.  知的所有権の侵害について 

当社グループは多種多様なプログラム等を活用しており、基本的には独自のもの、あるいは適法に使用許諾された

プログラム等であると認識しておりますが、当社の認識の範囲外で、第三者の知的所有権を侵害する可能性がありま

す。特に、コンテンツ配信に関する分野において、ビジネスモデル特許がどのように適用されるか想定することは非

常に困難であり、当社商品開発後に予想外の係争が発生し、これらの係争が当社グループの事業に影響を与える可能

性があります。

5.  法的規制等について

当社グループの事業は有害物質の使用削減や廃棄物処理、製品リサイクルに関する様々な環境法令の適用下にあ

ります。環境対応に対する議論が高まる中、今後これらの規制がより厳しくなった場合、これらに対応するための費

用負担が増加し、当社の業績に影響を与える可能性があります。

6.　配当政策について

当社は株主への利益還元を経営の重要な課題と位置づけております。当社は現在成長の初期段階にあると考えて

おり、内部留保の充実を図り将来の事業のための投資等に充当し企業価値の拡大を目指すことが、結果として株主に

対する最大の利益還元につながるとの認識から、設立以来現在まで、株主への配当は実施しておりません。今後につ

きましては、各期の業績、将来の事業展望等を勘案しながら株主への安定的な利益還元を実施してまいる所存であり

ますが、当面は内部留保を優先する可能性があります。

7.　新株予約権について 

当社グループは、当社グループの役員・従業員に対して業績向上への貢献意欲や士気を高めることを目的として、

またコンサルタント等外部支援者に対し、当社グループとの協業意欲の向上を図ることを目的として新株予約権に

よるストックオプション制度を採用しております。平成20年３月31日現在の新株予約権に関する潜在株式数は11,319

株であります。これは同日現在の発行済株式総数48,300株の23.4％に相当しております。

  これら新株予約権が行使された場合、1株当たりの価値は希薄化し、当社の株価形成に影響を与える可能性があり

ます。

５【経営上の重要な契約等】

　当社は、平成19年12月19日開催の臨時株主総会決議に基づき、平成20年４月１日に当社の事業部門を当社の完全子会

社である株式会社アイ・ビー・イー・ネット・タイム（旧社名　株式会社ネット・タイム）に吸収分割し、当社を持

株会社としました。

　詳細は、『第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　注記事項　（重要な後発事象）』に記載のとおりであります。

６【研究開発活動】

当連結グループ（当社及び連結子会社）の当連結会計年度における研究開発活動は以下のとおりであります。これらの

研究開発活動により、当連結会計年度における研究開発費の総額は68,764千円、対売上高比率2.4％となっております。

(1)ITソリューション事業

　映像ソリューションの分野では、担当マネージャーの指揮監督下、外注を有効活用して研究開発活動を行っておりま

す。

　当連結会計年度は当社が従来開発してきた技術をコンポーネント化するプロジェクトのほか、システムインテグ

レーション(SI)案件に使用するモジュールの開発及び機能強化に注力いたしました。また、他社に先駆けデジタルテレ

ビ情報化研究会で策定された仕様に準拠した製品の研究開発活動の結果、当社製品「 HVP-100 」が平成19年9月1日

に開始されたデジタルテレビ向けビデオ・オン・デマンド(ＶＯＤ）の映像配信サービス「アクトビラ ビデオ」の

フォーマット変換サーバとして推奨されました。

　セキュリティソリューション分野では、連結子会社である株式会社ネット・タイムが、情報セキュリティ事業を中心

にICカードを利用したセキュリティ製品に関する研究開発活動に努めております。

　当連結会計年度は、同社製品であるARCACLAVIS　Revoのマイクロソフト新OSであるWindows　Vistaに対応する為の
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調査研究、およびハードディスク暗号の製品化に関する調査研究を行ってまいりました。

 

 (2)メディアソリューション事業

 　研究開発活動に該当するものはありません。
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７【財政状態及び経営成績の分析】

当連結会計年度の財政状態及び経営成績の分析は、以下のとおりであります。 

 （1）財政状態の分析

（流動資産）

　当連結事業年度末における流動資産の残高は、1,247,433千円となりました。これは、3月期末の売上高増加による受取手

形及び売掛金の増加が主な要因です。

（固定資産）

　当連結会計年度末における固定資産の残高は、1,355,253千円となりました。これは、子会社取得に伴う有形固定資産の

増加が主な要因です。

（流動負債）

　当連結会計年度末における流動負債の残高は、1,020,521千円となりました。これは、子会社取得に伴う借入金の増加が

主な要因です。

（固定負債）

　当連結会計年度末における固定負債の残高は、1,415,765千円となりました。これは、子会社取得に伴う負ののれんの発

生及び新株予約権付社債の発行による増加、社債の償還および長期借入金の返済による減少が主な要因です。

（純資産）

　当事業年度末における純資産の残高は、166,400千円となりました。これは、当期純損失が増加いたしましたが、子会社取

得に伴い払込資本が増加したことが主な要因です。

 （2）キャッシュ・フローの分析

　当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、出資金及び匿名組合出資金の分配、

新株予約権付社債発行、減価償却費等の非資金費用の増加等の増加要因もありましたが、税金等調整前当期純損失、

社債等の償還による支出要因があり、当連結会計年度末は662,778千円となりました。

（営業活動によるキャッシュフロー）

　当連結会計年度の営業活動の結果得られた資金は54,516千円（前連結会計年度は68,123千円の収入）となりまし

た。これは減価償却費129,318千円がありましたが、税金等調整前当期純損失による79,102千円の支出、法人税等の支

払111,964千円等の要因があったことによるものです。

（投資活動によるキャッシュフロー）

　当連結会計年度の投資活動の結果得られた資金は315,253千円（前連結会計年度は205,332千円の収入）となりま

した。これは出資金分配による収入153,179千円、匿名組合出資金分配による収入194,804千円、連結範囲の変更を伴

う子会社株式の取得による収入135,019千円等が主な要因です。

（財務活動によるキャッシュフロー）

　当連結会計年度において財務活動の結果、資金は565,886千円の支出（前連結会計年度は328,633千円の収入）とな

りました。これは、新株予約権付社債発行による収入399,706千円、長期借入金による収入300,000千円があったもの

の、新株予約権付社債の償還による支出300,000千円、社債の償還による支出317,000千円、長期借入金の返済による

支出が644,214千円等があったことが要因です。
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（キャッシュフローの指標）

 平成16年３月期 平成17年３月期 平成18年３月期 平成19年３月期 平成20年３月期 

自己資本比率 38.5％ 　51.1％ 1.8％ 6.6％ 　 3.5％ 

時価ベースの自己

資本比率
148.5％ 146.3％　 262.9％ 　216.5％ 191.1％ 

債務償還年数 － 1.6年　 － 9.9年 　 30.7年

インタレスト・カ

バレッジ・レシオ
－ 52.5　 －  5.0 1.1

（注）１.各指標は、下記をもとに算定しております。

　　　　・自己資本比率　　　　　　　　　　　　：自己資本　／　総資産

　　　　・時価ベースの自己資本比率　　　　　　：株式時価総額　／　総資産

　　　　　株式時価総額は、期末株価終値に期末発行済株式数を乗じて算定しております。

　　　　・債務償還年数　　　　　　　　　　　　：有利子負債　／　営業活動によるキャッシュフロー

　　　　・インタレスト・カバレッジ・レシオ　　：営業活動によるキャッシュフロー　／　利払い

２.平成18年３月期より連結キャッシュ・フロー計算書を作成しているため、平成17年3月期以前の数値につきまし

ては単体の財務諸表の数値に基づいて計算しております。

３.営業キャッシュフローは、（連結）キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュフローを使用してお

ります。有利子負債は（連結）貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象

としております。また、利払いについては、（連結）キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しており

ます。

　

（3）経営成績の分析

　当連結会計年度の売上高は2,867,759千円（前期比156.74%増）となり、経常利益は14,290千円（前期は経常損失

483,492千円）、当期純損失は234,026千円（前期は当期純損失1,050,152千円）となりました。

　当社グループでは、当連結会計年度より経営資源の拡充・事業領域の拡大を目的として株式会社シブヤテレビジョ

ン、株式会社ネット・タイムを子会社化し、新生アイ・ビー・イーグループとして各社独自の事業成長およびシナ

ジーの追求に注力してまいりました。

（イ）ITソリューション事業　

　映像ソリューションの分野においては、　「放送と通信の融合」や放送局の「テープレス化」が加速化する中、得意

分野である放送・通信通信分野に経営資源を集中し、放送局内システムや映像コンテンツ配信システムの提供を中

核とした事業展開を行ってまいりました。当社では、ハイビジョンや新しいファイル圧縮形式であるＨ．264等の技

術にいち早くから対応してまいりました。また、大規模デジタルアーカイブ（映像を蓄積・管理するシステム）等の

導入実績に基づくファイル化及び関連技術優位性を活かし、放送局や通信キャリアを中心に先進的ソリューション

を提供し営業の成果をあげてまいりました。

　情報セキュリティソリューションの分野では、情報漏えいに対する社会的ニーズの高まりを背景に、セキュリティ

製品の需要の裾野は拡大してきております。通信キャリア、官公庁、金融会社、生命保険会社等にICカード利用の情報

セキュリティ製品を中核にし、顧客の運用面に重点をおいたソリューション提案を行い営業の成果をあげてまいり

ました。

（ロ）メディアソリューション事業　　

　広告事業の分野においては、渋谷駅前のスクランブル交差点に隣接する街頭ビジョンの本格稼動の開始タワーレ

コードビジョンのリニューアルにより、媒体価値が向上、地上波各局のビジョン出稿の定着化などにより順調な営業

の成果を達成しております。ライブホール運営を中心とした音楽事業およびダンススクール運営についても、「

shibuya Ｏ Group」というライブホールのブランドが浸透し多様な顧客からの支持を頂いており、当連結会計年度よ

り直営店舗化いたしました。また、イベント事業を強化するなど、情報発信企業としての収益基盤の拡大を図ってま

いりました。　
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

当連結会計年度に実施した設備投資の総額は44百万円であります。その主なものは、当社の開発用機器（５百万

円）、子会社である株式会社シブヤテレビジョンのライブハウス内装設備（17百万円）であります。
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２【主要な設備の状況】

(1）提出会社

　当社における主要な設備は、次のとおりであります。

　 平成20年３月31日現在

事業所名
（所在地）

設備の内容

帳簿価額（千円）
従業員数
（人）

建物
工具、器具及
び備品

ソフトウェア 敷金保証金 合計

本社

（東京都千代田区)
本社 11,613 18,804 34,864 70,332 135,614 38

　（注）１．金額は、平成20年３月31日現在の有形固定資産、ソフトウェア及び敷金保証金の帳簿価額であり、有形固定資

産及びソフトウェアは減価償却後および減損後のものであります。

２．本社及びデモセンターは賃借しており、賃借先は東急不動産株式会社、年間の賃借料は65,630千円でありま

す。

３．従業員数には、使用人兼務役員数は含まれておりません。

４．上記のほか、リース契約による主な賃借資産は、次のとおりであります。

名称 数量 リース期間（年) 年間リース料（千円) リース契約残高（千円)

ネットワーク対応デジタル映像

編集ＳＤＫ

（所有権移転外ファイナンス・

リース）

一式 ５ 4,133 4,133

Ｃ4Ｃｕｓｔｏｍ開発ライセン

ス

（所有権移転外ファイナンス・

リース）

一式 ５ 20,876 20,876

携帯コンテンツ流通管理システ

ム

（所有権移転外ファイナンス・

リース）

一式 ５ 6,779 6,779

SHIDEYESセキュリティーシス

テム 

 （所有権移転外ファイナンス

・リース）

一式 ５ 10,826 19,248

WIZSERVICE基本モジュール

 （所有権移転外ファイナンス

・リース）

一式 ５ 20,266 20,266

ファイルサーバー検索管理シス

テム 

（所有権移転外ファイナンス・

リース）

一式 ５ 11,884 12,890

デジタルコンテンツアセットマ

ネージ

（所有権移転外ファイナンス・

リース）

一式 ５ 21,465 49,232

(2）国内子会社

子会社事業所名

（所在地）

事業の種類別セ

グメントの名称
設備の内容

帳簿価額（千円）
従業員数

（人）
建物及び構築

物

機械装置及び

運搬具

土地

（面積千㎡）
その他 合計

株式会社シブヤテレ

ビジョン

（東京都港区） 

メディア・ソ

リューション事

業 

土地、建物等 308,742 2,781
621,473

 （485）
14,293 947,291

62

 （17）

株式会社ネット・タ

イム

（東京都千代田区） 

ＩＴソリュー

ション事業  
 － 607 － － 3,443 4,050 25

 （注）1.  帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品及び備品の合計であります。

       2.  従業員数の（）は臨時従業員数であり、外書しております。
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 リース契約による主な設備 　

子会社事業所名

（所在地）
数量

リース期間

（年） 

年間リース料

（千円） 

リース契約残高

（千円） 
備考

株式会社シブヤテレビ

ジョン

（東京都港区）

一式 3～6年 41,437 185,576
所有権移転外ファイナ

ンス・リース 
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３【設備の新設、除却等の計画】

(1）重要な設備の新設等

　該当事項はありません。

(2）重要な設備の除却等

　該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 180,000

計 180,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成20年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年６月26日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 48,300 48,300
東京証券取引所

（マザーズ）
（注）１,２

計 48,300 48,300 － －

　（注）１．完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。

　　　　２．「提出日現在発行数」欄には平成20年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使（新

　　　　　　 株予約権は社債の新株予約権の行使を含む。）により発行された株式数は含まれておりません。
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（２）【新株予約権等の状況】

旧商法に基づき発行された新株予約権は、次のとおりであります。

平成14年９月13日臨時株主総会決議

 
事業年度末現在

（平成20年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成20年５月31日）

新株予約権の数（個） 504 504

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ─── ───

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,008 1,008

新株予約権の行使時の払込金額（円） 138,613 同左

新株予約権の行使期間
平成15年９月14日から

平成24年９月13日まで
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　 138,613

資本組入額　　69,307
同左

新株予約権の行使の条件 （注）４ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権を譲渡するに

は当社取締役会の承認を

要する。

同左

代用払込みに関する事項 ─── ─── 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  ─── ─── 

（平成14年９月13日臨時株主総会決議）

　（注）１．平成14年９月13日臨時株主総会において、旧商法第280条ノ21の規定に基づき新株予約権の発行決議を行って

おります。発行する新株予約権の個数は、800個（新株予約権１個当たりの目的となる株式数は普通株式１株

とする。）を上限としております。また、同日開催の取締役会において、同日付で新株予約権800個を付与する

旨の決議を行っております。

２．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとします。

調整後株式数＝調整前株式数×分割または併合の比率

３．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整するものとします。

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割または併合の比率

また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合、次の算式により払込金額を調整

するものとします。

 
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１株当たり時価

既発行株式数＋新規発行株式数

上記の算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式等を控除し

た数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読替えるもの

とします。

４．新株予約権の行使の条件は以下のとおりであります。

(1）新株予約権は、当社株券が日本証券業協会に登録され、またはいずれかの証券取引所に上場された場合に限

り、権利を行使することができる。

(2）新株予約権の発行時において、当社の取締役、監査役または従業員であった対象者は、新株予約権の行使時

において、当社、当社の子会社、または当社の認める関係会社の取締役、監査役もしくは従業員の地位にあ

ることを要する。ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な理由のある場合、または当社取締役

会が特に行使を認めた場合はこの限りではない。
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(3）上記(2）の対象者は、割当を受けた新株予約権を、以下に掲げる期間の区分に従い、既に行使した新株予約

権を含めて以下に掲げる割合の限度において権利行使することができる。この場合において、行使するこ

とができる新株予約権にかかわる株式数が１株の整数倍でないときには、１株の整数倍に切り上げた数と

する。

①　起算日から１年を経過する日までは、割当られた株式数の２分の１に達するまで権利を行使すること

ができる。

②　起算日から１年を経過した日から、平成24年９月13日までは、割当られた株式数のすべてについて権利

を行使することができる。

（注１）上記において「起算日」とは、平成16年９月14日、または当社株券が日本証券業協会に登録され、

またはいずれかの証券取引所に上場された日から６ヶ月を経過した日の翌日、のいずれか遅い日

とする。

（注２）新株予約権の発行以降、未行使の新株予約権の目的たる株式数の調整が行われた場合は、調整後

株式数により行使可能株式数の判定を行う。

(4）上記(2）以外の対象者については、当社取締役会が当該対象者に対する新株予約権発行の目的に鑑み、合理

的に定める条件を付すものとする。

(5）新株予約権の譲渡、質入その他の処分は認めない。

(6）対象者が死亡した場合、当社取締役会が特に行使を認めた場合に限り、その相続人が権利を行使することが

できる。この場合、その行使は当社取締役会が決定する条件によるものとする。

(7）その他の権利行使の条件については、平成14年９月13日臨時株主総会及び新株予約権発行の取締役会決議

に基づき、当社と対象者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定めるところに従う。

会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

平成19年12月19日臨時株主総会決議

 
事業年度末現在

（平成20年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成20年５月31日）

新株予約権の数（個） 4,800 4,800

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ─── ───

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 10,311 10,311

新株予約権の行使時の払込金額（円） 23,256 同左

新株予約権の行使期間
平成21年11月20日から

平成26年11月19日まで
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　 　23,256

資本組入額　 　11,628
同左

新株予約権の行使の条件 （注）４ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権を譲渡するに

は当社取締役会の承認を

要する。

同左

代用払込みに関する事項 ─── ─── 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）５ 同左

（平成19年12月19日臨時株主総会決議）

　（注）１．平成19年12月19日臨時株主総会決議による、平成20年1月31日の株式交換に伴う新株予約権の発行を行ってお

ります。発行する新株予約権の個数は、4,800個（新株予約権１個当たりの目的となる株式数は普通株式2.15

株とする。）を上限としております。

２．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとします。

調整後株式数＝調整前株式数×分割または併合の比率

EDINET提出書類

株式会社アイ・ビー・イーホールディングス(E05321)

有価証券報告書

 24/115



３．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整するものとします。

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割または併合の比率

 
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１株当たり時価

既発行株式数＋新規発行による増加株式数

上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とし、自己株式を処分する場合には、「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株当たり払込金額」を「１

株当たり処分金額」と読み替えるものとします。

４．新株予約権の行使の条件は以下のとおりであります。

(1）本新株予約権は、新株予約権者が権利行使時において、当社又は当社関連会社等（当社の子会社、親会社、兄

弟会社等を含む）の取締役、監査役、又は従業員のいずれかの地位を保有している場合、それ以外の本新株

予約権者（新株予約権割当契約書の規定により権利喪失したものは除く。）においては、本新株予約権割

当時と同等の地位を保有している場合、若しくは当社取締役会が認めた場合に行使することができる。た

だし、任期満了による退任、定年退職、その他当社取締役会が正当な理由があると認めた場合は、この限り

ではない。

(2）新株予約権者は、本新株予約権の割当後、権利行使までに、禁固刑以上の刑に処せられていないこと、当社の

就業規則により、懲戒解雇又は論旨退職の制裁を受けていないこと、および当社所定の書面により新株予

約権の全部又は一部を放棄する旨を申し出ていないことを要する。

(3）新株予約権者は、行使しようとする本新株予約権につき、当社と新株予約権者との間において締結する新株

予約権割当契約に違反して、本新株予約権を行使することはできない。

(4）組織再編に際して定める契約書又は計画書等において、当該組織再編行為に先立って本新株予約権の行使

を認める旨を定めた場合、「本新株予約権を行使することができる期間」の規定にかかわらず、本新株予

約権者は以後何時でも本新株予約権を行使できるものとする。この場合、当社は、当該事項を遅滞なく知れ

たる新株予約権者に通知するものとする。

(5）新株予約権者が死亡した場合には、相続人が本新株予約権を行使できるものとする。ただし、当社取締役会

の承認を得ることを条件とする。

(6）その他の条件は、当社と本新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定めるところによる。

５．組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

組織再編に際して定める契約書又は計画書等に、以下に定める株式会社の新株予約権を交付する旨を定めた

場合には、当該組織再編の比率に応じて、以下に定める株式会社の新株予約権を交付するものとする。

（イ）合併（合併により当社が消滅する場合に限る）

　合併後存続する株式会社又は合併により設立する株式会社

（ロ）吸収分割

　吸収分割をする株式会社がその事業に関して有する権利義務の全部又は一部を承継する株式会社

（ハ）新設分割

　新設分割により設立する株式会社

（ニ）株式交換

　株式交換をする株式会社の発行済株式の全部を取得する株式会社

（ホ）株式移転

　株式移転により設立する株式会社
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会社法に基づき発行した新株予約権付社債は、次のとおりであります。

第３回無担保転換社債型新株予約権付社債（平成19年７月2日取締役会決議）

 
事業年度末現在

（平成20年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成20年５月31日）

新株予約権付社債の残高（円） 400,000,000 400,000,000

新株予約権の数（個） 40 40

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）　 　　───　 　　　───　

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 4,964 4,964

新株予約権の行使時の払込金額（円） 80,550 同左

新株予約権の行使期間
平成20年２月９日から

平成22年８月８日まで
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　  80,550

資本組入額　　40,275
同左

新株予約権の行使の条件
各本新株予約権の一部行

使はできない。
同左

新株予約権の譲渡に関する事項

本新株予約権付社債の譲

渡または取得について、

社債権者または取得者

は、当社の取締役会の承

認を受けなければならな

い。　

同左

代用払込みに関する事項 ───　 ───　

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項　 ───　 ───　

（３）【ライツプランの内容】

該当事項なし 
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（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成16年９月３日

（注）１．
3,000 22,340 413,850 969,600 413,850 748,940

平成16年４月１日～

平成17年３月31日

（注）２．

26 22,366 2,145 971,745 2,145 751,085

平成17年４月１日～

平成18年３月31日 

（注）３． 

368 22,734 30,360 1,002,105 30,360 781,445

平成18年４月１日～

平成19年３月31日 

（注）４．５  

22,348 45,082 553,437 1,555,542 553,437 1,334,882

平成19年４月１日～

平成19年５月31日 　

（注）６　

1,291 46,373 35,000 1,590,542 35,000 1,369,882

平成19年９月１日

（注）７
663 47,036 ― 1,590,542 37,873 1,407,755

平成20年１月31日 

（注）８
1,264 48,300 ― 1,590,542 121,899 1,529,655

  （注）１．有償一般募集

発行価格　　 　　　　　294,500円

資本組入額　　　　 　　137,950円

払込金総額　 　　　　827,700千円

２．新株予約権の行使により増加しております。 

３．新株予約権の行使により増加しております。 

４．第三者割当増資　　　　　19,610株 

　　発行価格　　　　    　　47,000円

　　資本組入額　　　　　　　23,500円

　　増加資本金　　 　　　460,835千円

　　増加資本準備金　　　 460,835千円

５．新株予約権の行使（転換社債型新株予約権付社債の権利行使を含む）

　　発行株式数　　　　　 　　2,738株

　　増加資本金　　     　 92,602千円

　　増加資本準備金        92,602千円

６．転換社債型新株予約権付社債の権利行使により、発行済株式1,291株、資本金35,000千円、資本準備金35,000千

円、それぞれ増加しております。　　

７．株式交換による新株の発行

　　発行株式数　　　　　 　　　663株

　　増加資本金　　     　 　　－千円

　　増加資本準備金        37,873千円

８．株式交換による新株の発行

　　発行株式数　　　　　 　　1,264株

　　増加資本金　　     　 　　－千円

　　増加資本準備金       121,899千円
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（５）【所有者別状況】

　 平成20年３月31日現在

区分

株式の状況

端株の状況

（株）政府及び地

方公共団体
金融機関

金融商品取

引業者

その他の法

人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 3 20 38 16 3 3,105 3,185 －

所有株式数（株） － 3,392 826 18,485 61 719 24,817 48,300 －

所有株式数の割合

（％）
－ 7.02 1.71 38.27 0.13 1.48 51.38 100.0 －

（６）【大株主の状況】

　 平成20年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社ケン・コーポレー

ション
東京都港区西麻布1-2-7 15,519 32.13

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町1丁目2-10 3,217 6.66

田中　健介 横浜市港北区 2,430 5.03

シャープ株式会社 大阪府大阪市阿倍野区長池町22-22 1,615 3.34

佐藤　繁 東京都大田区 1,345 2.78

清水　正基 東京都荒川区 1,123 2.32

百瀬　嘉春 千葉県松戸市 976 2.02

竹松　昇 東京都新宿区 558 1.15

菅原　仁 神奈川県横浜市港北区 486 1.00

藤井　展之 東京都渋谷区 480 0.99

計 － 27,749 57.45
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他）
普通株式　　　

48,300
48,300

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式

端株 － － －

発行済株式総数 48,300 － －

総株主の議決権 － 48,300 －
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（８）【ストックオプション制度の内容】

　当社は、新株予約権の発行によるストックオプション制度を採用しております。当該制度の内容は以下のとおり

であります。

　　　（平成14年９月13日臨時株主総会決議）

決議年月日
臨時株主総会　　平成14年９月13日
取締役会　　　　　　　同上

付与対象者の区分及び人数（名）

①　取締役　　　　３名

②　監査役　　　　１名

③　従業員　　　　31名

④　外部支援者　　５名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 　　　　　　　　　　同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 　　　　　　　　　　同上

新株予約権の行使期間 　　　　　　　　　　同上

新株予約権の行使の条件 　　　　　　　　　　同上

新株予約権の譲渡に関する事項 　　　　　　　　　　同上

代用払込みに関する事項 　　　　　　　　　　同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 　　　　　　　　　　同上

　　　（平成19年12月19日臨時株主総会決議）

決議年月日
臨時株主総会　　平成19年12月19日
取締役会　　　　　　　同上

付与対象者の区分及び人数（名）

①　取締役　　　　２名

②　従業員　　　　15名

③　外部支援者　　４名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 　　　　　　　　　　同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 　　　　　　　　　　同上

新株予約権の行使期間 　　　　　　　　　　同上

新株予約権の行使の条件 　　　　　　　　　　同上

新株予約権の譲渡に関する事項 　　　　　　　　　　同上

代用払込みに関する事項 　　　　　　　　　　同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 　　　　　　　　　　同上
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２【自己株式の取得等の状況】

  【株式の種類等】　該当事項はありません。

（１）【株主総会決議による取得の状況】

 　　 該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

 　　 該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

      該当事項はありません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

      該当事項はありません。

３【配当政策】

　当社は株主への利益還元を経営の重要な課題と位置づけております。

　当社の剰余金の配当は、中間配当および期末配当の年２回を基本方針としております。配当の決定機関は、中間配当

は取締役会、期末配当は株主総会であります。

　なお、当社は、取締役会の決議によって、毎年９月30日の最終の株主名簿に記載または記録された株主または登録株

式質権者に対し、会社法第454条第５項に定める剰余金の配当（中間配当金）をすることができる旨を定款で定めて

おります。

　当社は株主への利益還元を経営の重要な課題と位置づけております。当社は現在成長の初期段階にあると考えてお

り、内部留保の充実を図り将来の事業のための投資等に充当し企業価値の拡大を目指すことが、結果として株主に対

する最大の利益還元につながるとの認識から、設立以来現在まで、株主への配当は実施しておりません。今後につきま

しては、各期の業績、将来の事業展望等を勘案しながら株主への安定的な利益還元を実施してまいる所存であります

が、当面は内部留保を優先する可能性があります。

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第６期 第７期 第８期 第９期 第10期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

最高（円） 310,000 819,000 419,000 338,000 157,000

最低（円） 116,000 195,000 165,000 50,000 48,800

　（注）最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成19年10月 11月 12月 平成20年１月 ２月 ３月

最高（円） 157,000 153,000 114,000 113,000 89,000 79,600

最低（円） 76,000 85,800 93,000 70,000 75,100 58,000

　（注）最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

代表取締役社

長
　 竹松　昇 昭和36年10月３日生

昭和59年４月 株式会社ダイナウェア設立に参

画、同社取締役

平成６年４月 同社取締役マルチメディア開発

部長

平成11年７月 当社取締役　技術開発部門管掌

平成19年３月 株式会社ネット・タイム取締役

（現任）

平成20年６月 当社代表取締役（現任）

(注)２ 558

専務取締役 　 秋元　耕士 昭和33年９月24日生 

昭和58年７月 株式会社ケン・コーポレーショ

ン入社 

平成13年12月 株式会社シブヤテレビジョン取

締役

平成14年２月 同社代表取締役（現任）

平成19年６月 当社専務取締役（現任）

(注)２ 215

取締役 　 寺山　和行 昭和26年２月23日生 

昭和48年４月 株式会社三井銀行（現 株式会

社三井住友銀行）入行

平成12年10月 株式会社三井住友銀行京都支店

長

平成14年４月 株式会社三井住友銀行本店上席

調査役

平成19年６月 当社取締役　管理部門管掌（現

任）

(注)２ ―

常勤監査役  箕輪　　昭 昭和19年10月28日生

昭和43年４月 株式会社三井銀行（現 株式会

社三井住友銀行）入行

平成７年３月 株式会社さくら銀行（現 株式

会社三井住友銀行）支店推進第

五部長

平成７年10月 株式会社さくら銀行（現 株式

会社三井住友銀行）柏支店長

平成９年６月 殖産住宅相互株式会社　取締役

平成13年４月 室町不動産株式会社　取締役本

社営業部長

平成15年６月 同社　常務取締役営業開発部長

平成19年６月 同社　常務取締役退任

平成20年６月 当社　監査役就任（現任）

(注)３ ―
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

監査役  峯村　行雄 昭和25年９月27日生

昭和48年４月 日興證券株式会社入社

平成８年９月 日興アイアール株式会社出向、

同社コンサルティング部長

平成11年７月 株式会社ファスコ設立、同社代

表取締役（現任）

平成14年９月 当社監査役（現任）

(注)４ 3

監査役  大嶽　貞夫 昭和15年９月20日生 

昭和39年４月 鐘紡株式会社入社　総合研究所

勤務 

昭和60年５月 同社情報システム事業部長 

平成７年３月 セコム株式会社入社 

平成７年４月 セコム情報システム株式会社　

取締役副社長 

平成９年２月  同社代表取締役社長

平成11年６月 株式会社パスコ代表取締役社長

 

平成15年６月 株式会社パスコ代表取締役会長

 

平成17年６月 日本サードパーティー株式会社

社外取締役

平成17年11月 日本ＲＭＳ株式会社　代表取締

役（現任） 

平成18年６月 当社監査役（現任） 

(注)５ 6

監査役  廣田　榮 昭和12年６月７日生

昭和33年４月 警視庁玉川警察署入庁

昭和62年２月 半蔵門会館総務部長

昭和62年２月 警察共済組合警視庁事務局次長

平成10年４月 財団法人自警会部長

平成15年５月 安田生命保険相互会社(現明治

安田生命保険相互会社）顧問

平成18年４月 明治安田生命保険相互会社退職

平成19年６月 当社監査役（現任）

(注)６ ―

    計 　 782

　（注）１．　監査役全員が、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

　（注）２．　平成20年６月25日開催の定時株主総会の終結の時から１年間

　（注）３．　平成20年６月25日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

　（注）４．　平成17年６月28日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

　（注）５．　平成18年６月29日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

　（注）６．　平成19年６月27日開催の定時株主総会の終結の時から４年間
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６【コーポレート・ガバナンスの状況】

（コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方）

　当社は、社会的企業としての責任の遂行と迅速な経営判断による株主その他ステークホルダーの利益の確保のため

に、コーポレート・ガバナンスの確立を重要な経営課題と位置付け、その強化に努めております。

 取締役会は重要な意思決定機関であるとともに、経営を監視する機関と位置付けております。また、取締役会の他に

毎週１回部長会を設け、事業計画の進捗状況を随時チェックし、結果を迅速に経営に反映させるとともに、組織的な情

報の共有化、コンプライアンスの徹底を図っております。また、経営の透明性を高め、不正過誤を防止するための機関

として監査役会を設置しております。併せて、当社ではディスクロージャーの充実に取り組んでおり、担当部門の機能

強化を図り、経営情報を積極的に開示することにより経営の透明性を高めることに努めております。今後におきまし

ては、社外取締役の招聘や内部監査の強化により、一層の企業統治機能の強化に努めていく所存です。

（コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況）

①会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

 当社では、経営の重要な意思決定機関及び経営監視機関として取締役会を位置付けております。また、経営監督の機

能として監査役会を設置しており、社外監査役を４名選任しております。監査役は取締役会に出席するとともに、年度

監査計画に基づいた監査役監査を通じ各種帳票を閲覧・チェックすることで経営監督機能の強化を図っております。

また、監査法人による四半期毎の会計監査とも綿密な連携をとり、相乗効果によりコーポレート・ガバナンスの充実

に寄与しております。

　さらに当社では、業務効率の改善と不正過誤の未然防止を目的として、社長が任命した内部監査統括責任者による網

羅的な内部監査を定期的に実施しており、管理部の人員４名が当該業務に従事しております。内部監査の内容につい

ては、監査役監査・会計監査の内容を加味して決定され、その結果は監査役会や会計監査人にもレビューされる体制

となっております。また常勤取締役と各部長で構成される部長会では事業計画の進捗状況を随時チェックし、結果を

迅速に経営に反映させるとともに、組織的な情報の共有化、コンプライアンスの徹底を図っております。また、法律上

の判断が必要な際は随時顧問弁護士に確認できる体制を整えております。

当社のコーポレート・ガバナンス体制の概要図は下記のとおりであります。

(注）上記の状況は、期末日現在で記載しております。

提出日現在では、取締役３名（うち社外取締役０名）、監査役４名（うち社外監査役４名）となっております。
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②内部統制システムの整備の状況

　内部統制システムの確立のために、すべての役員・従業員が法令の遵守のもとより、企業倫理に則った行動をするた

めに、定例・臨時の経営会議や全体会議において、情報の伝達や意見交換を活発に行っております。

③会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要

　当社では、社外監査役を５名選任しておりますが、人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係はありませ

ん。

④会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取り組みの最近1年間における実施状況

・毎月1回以上取締役会を開催しており公正な意思決定と経営監視の機関としての機能を果たしております。

・経営監督機能の強化を図るため、年度監査計画に基づいた網羅的な監査役監査を実施しております。

・常勤取締役と各部長で構成される部長会を随時開催し、迅速な意思決定とコンプライアンスの徹底を図ってお

ります。

・内部監査を定期的に実施し、業務効率の改善と不正過誤の防止に努めております。

⑤役員報酬の内容

　平成11年9月30日開催の臨時株主総会の決議により、当社の取締役の報酬限度額は総額1億円以内、監査役の報酬限度

額は総額3千万円以内となっております。

　当連結会計年度に係る当社の役員に対する報酬の内容は次のとおりであります。

　・取締役に支払った報酬の額　　 44,525千円　　（対象人員　５名）

　・監査役に支払った報酬の額　　　6,900千円　　（対象人員　４名）

⑥監査報酬の内容

　平成19年７月17日付で当社が新日本監査法人と締結した監査契約に基づく監査証明に係る報酬の内容は、次のとお

りであります。

　・公認会計士法第2条第1項に規定する業務に基づく報酬の額　　24,000千円　 （それ以外の報酬はありません。）

 実務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人名及び継続監査年数

公認会計士の氏名等および継続監査年数 所属する監査法人

 業務執行社員
 吉田　高志 １年

 新日本監査法人
 奥見　正浩 ２年

 　　　　※同監査法人はすでに自主的に業務執行社員について、当社の会計監査に一定期間を超えて関与することの

　　　　　 ないよう措置をとっております。

 　　　　　監査業務に係る補助者の構成

　　　　　公認会計士４名　　会計士補等７名　　その他２名

⑦取締役の定数

　当社の取締役は、３名以上とする旨定款に定めております。

⑧責任限定契約の内容の概要

　当社と社外監査役および会計監査人は、会社法第427条第1項の規定に基づき、損害賠償責任を限定する契約を締結し

ております。ただし、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は法令が定める最低責任限度額としております。

⑨取締役の選任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議要件について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。また、取締役の選任決議は、累積投票によらな

い旨定款に定めております。
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⑩株主総会決議事項を取締役会で決議することができる事項

(a)自己株式の取得

　当社は、経済の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能とするため、会社法第165条第２項の規定により、

取締役会の決議によって市場取引等により自己株式を取得することができる旨定款に定めております。

(b)取締役および監査役ならびに会計監査人の責任免除

　当社は、取締役（取締役であった者を含む。）および監査役（監査役であった者を含む。）ならびに会計監査人

（会計監査人であった者も含む。）が、期待される役割を十分に発揮できるよう、取締役会の決議によって、会社法

第423条第１項の賠償責任について、法令に定める要件に該当する場合には、賠償責任額から法令に定める最低責

任限度額を控除して得た額を限度として免除することができる旨定款に定めております。

(c)中間配当金

　当社は、取締役会の決議によって、毎年９月30日の最終の株主名簿に記載または記録された株主または登録株式

質権者に対し、会社法454条第５項に定める剰余金の配当（中間配当金）をすることができる旨定款に定めており

ます。これは、株主への機動的な利益還元を可能とすることを目的としております。

⑪株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主の議

決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。これ

は、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするもの

であります。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成し

ております。

　なお、連結子会社である匿名組合リアルネットワークスについては前連結会計年度に清算手続が終了しました。

従って、前連結会計年度は連結損益計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結株主資本等変動計算書は作成

しておりますが、連結貸借対照表は作成しておりません。

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業

年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）

の連結財務諸表及び前事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の財務諸表について、並びに、金融

商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）の

連結財務諸表及び当事業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）の財務諸表について、新日本監査法人

により監査を受けております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

　 　
当連結会計年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部） 　    

Ⅰ　流動資産 　    

１．現金及び預金 　  708,202  

２．受取手形及び売掛金 　  409,505  

３．たな卸資産 　  86,399  

４. 繰延税金資産 　  12,367  

５．その他 　  43,363  

貸倒引当金 　  △12,405  

　　　流動資産合計 　  1,247,433 47.9

Ⅱ　固定資産 　    

(１)有形固定資産 　    

１．建物及び構築物 ※２　 436,712   

減価償却累計額 　 115,750 320,962  

２．工具器具及び備品 　 173,369   

減価償却累計額 　 137,222 36,147  

３．土地 ※２　  621,473  

４．その他 　 16,181   

減価償却累計額 　 13,400 2,781  

有形固定資産合計 　  981,365 37.7

(２)無形固定資産 　    

１．ソフトウェア 　  78,698  

２．のれん 　  68,692  

３．その他 　  19,738  

無形固定資産合計 　  167,129 6.4

(３)投資その他の資産 　    

１．投資有価証券 　  9,200 0.4

２．長期貸付金 　  9,800 0.4

３．その他 ※１  199,190 7.7

貸倒引当金 　  △11,431 △0.4

投資その他の資産合計 　  206,758 7.9

固定資産合計 　  1,355,253 52.1

資産合計
　  2,602,686 100.0
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当連結会計年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部） 　    

Ⅰ　流動負債 　    

１．支払手形及び買掛金 　  148,072  

２．短期借入金   200,999  

３．1年以内返済予定長期借入金 ※２  183,260  

４．1年以内償還予定社債 　  140,000  

５．未払法人税等 　  19,874  

６．リース資産減損勘定 　  81,021  

７．賞与引当金 　  15,622  

８．株主優待引当金 　  4,000  

９．その他 　  227,671  

流動負債合計 　  1,020,521 39.2

Ⅱ　固定負債 　    

１．社債 　  180,000  

２．新株予約権付社債 　  400,000  

３．長期借入金 ※２　  573,770  

４．繰延税金負債 　  41,837  

５．負ののれん 　  116,342  

６．その他 　  103,814  

固定負債合計 　  1,415,765 54.4

負債合計 　  2,436,286 93.6

（純資産の部） 　    

Ⅰ　株主資本 　    

１．資本金 　  1,590,542 61.1

２．資本剰余金 　  1,529,964 58.8

３．利益剰余金 　  △3,028,779 △116.4

株主資本合計 　  91,727 3.5

Ⅱ　新株予約権 　  74,672 2.9

純資産合計 　  166,400 6.4

負債純資産合計 　  2,602,686 100.0
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②【連結損益計算書】

　 　
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 　  1,117,000 100.0  2,867,759 100.0

Ⅱ　売上原価 　  918,180 82.2  1,908,090 66.5

売上総利益 　  198,820 17.8  959,669 33.5

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※1,2  608,514 54.5  915,407 31.9

営業利益(△損失) 　  △409,693 △36.7  44,261 1.5

Ⅳ　営業外収益 　       

１．受取利息 　 16,815   2,162   

２．負ののれん償却額 　 －   11,871   

３．関係会社出資金分配収
益

　 －   15,196   

４．研究開発助成金 　 29,331   －   

５．その他 　 4,898 51,046 4.6 5,023 34,253 1.2

Ⅴ　営業外費用 　       

１．支払利息 　 13,881   53,542   

２．社債発行費 　 24,894   －   

３. 株式発行費 　 32,545   －   

４. 新株予約権発行費 　 25,361   －   

５．持分法による投資損失 　 18,199   －   

６．貸倒引当金繰入 　 －   7,100   

７．その他 　 9,963 124,845 11.2 3,582 64,224 2.2

経常利益(△損失) 　  △483,492 △43.3  14,290 0.5
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前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅵ　特別利益 　       

  １. 固定資産売却益 ※３ 77,765   －   

２. 移転補償収入 　 －   7,963   

　３. 損害賠償金収入 　 －   2,810   

　４. 貸倒引当金戻入益 　 2,421   475   

５. その他   6 80,193 7.2 － 11,249 0.4

Ⅶ　特別損失 　       

１．投資有価証券評価損 　 49,399   19,649   

２. リース解約損 　 77,711   5,949   

３．減損損失 ※６ 281,206   5,407   

４．商品評価損 　 －   29,920   

５．債権売却損 　 －   18,260   

６．固定資産除却損 ※５ －   18,957   

７．固定資産売却損 ※４ －   229   

８．ソフトウェア評価損 　 230,629   －   

９．その他 　 6,034 644,982 57.7 6,269 104,642 3.6

税金等調整前当期純損
失

　  1,048,281 △93.8  79,102 △2.8

法人税、住民税及び事業
税

　 2,059   89,767   

法人税等調整額 　 △188 1,871 0.2 32,062 121,829 4.2

少数株主利益 　  － －  33,093 1.2

当期純損失 　  1,050,152 △94.0  234,026 △8.2
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

平成18年３月31日　残高（千円） 1,002,105 781,445 △1,744,600 38,949

連結会計年度中の変動額     

新株の発行 553,437 553,437 － 1,106,874

当期純損失 － － △1,050,152 △1,050,152

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

－ － － －

連結会計年度中の変動額合計
（千円）

553,437 553,437 △1,050,152 56,721

平成19年３月31日　残高（千円） 1,555,542 1,334,882 △2,794,753 95,671

 

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
その他有価証券評価差額
金

評価・換算差額等合計

平成18年３月31日　残高（千円） 1,283 1,283 － 40,232

連結会計年度中の変動額     

新株の発行 － － － 1,106,874

当期純損失 － － － △1,050,152

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

△1,283 △1,283 － △1,283

連結会計年度中の変動額合計
（千円）

△1,283 △1,283 － 55,438

平成19年３月31日　残高（千円） － － － 95,671

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日　残高（千円） 1,555,542 1,334,882 △2,794,753 － 95,671

連結会計年度中の変動額      

新株の発行 35,000 35,000 － － 70,000

株式交換による変動額 － 159,773 － － 159,773

当期純損失 － － △234,026 － △234,026

自己株式の取得 － － － △1,380 △1,380

自己株式の処分 － 309 － 1,380 1,689

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

－ － － － －

連結会計年度中の変動額合計
（千円）

35,000 195,082 △234,026 － △3,944

平成20年３月31日　残高（千円） 1,590,542 1,529,964 △3,028,779 － 91,727

 新株予約権 純資産合計

平成19年３月31日　残高（千円） － 95,671

連結会計年度中の変動額   

新株の発行 － 70,000

株式交換による変動額 － 159,773

当期純損失 － △234,026

自己株式の取得 － △1,380

自己株式の処分 － 1,689
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 新株予約権 純資産合計

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

74,672 74,672

連結会計年度中の変動額合計
（千円）

74,672 70,729

平成20年３月31日　残高（千円） 74,672 166,400
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

　 　
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・
フロー

　   

税金等調整前当期純損失 　 △1,048,281 △79,102

減価償却費 　 125,753 129,318

のれん償却 　 － 3,880

長期前払費用償却 　 92,305 3,637

貸倒引当金の増加額 　 5,649 9,206

株主優待引当金の増加額 　 4,000 －

賞与引当金の増加額 　 － 6,663

受取利息及び受取配当金 　 △16,815 △2,162

支払利息 　 13,881 53,542

負ののれん償却 　 － △11,871

社債発行費 　 24,894 294

株式報酬費用 　 － 8,771

株式交付費 　 32,545 418

新株予約権発行費 　 25,361 －

関係会社出資金分配収益 　 － △15,196

その他（保証料） 　 － 2,618

債権売却損 　 － 18,260

デリバティブ評価益 　 △969 △1,865

持分法による投資損失 　 18,199 －

有形固定資産売却損益 　 △77,765 229

投資有価証券評価損 　 49,399 19,649

投資有価証券売却損益 　 2,583 －

移転補償収入 　 － △7,963

損害賠償金収入 　 － △2,810

定期預金解約損 　 3,447 －

減損損失 　 281,206 5,407

有形固定資産除却損 　 － 18,957

ソフトウェア評価損 　 230,629 －

リース解約損 　 77,711 5,949

売上債権の減少額 　 392,585 5,386

たな卸資産の減少額 　 12,849 33,828
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前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

仕入債務の増加額（△減
少額）

　 △119,636 32,252

未払金の減少額 　 △107,844 △3,179

その他流動資産の減少額
（△増加額）

　 80,673 16,006

その他流動負債の減少額 　 △36,325 △44,404

その他 　 － △419

小計 　 66,035 205,305

利息及び配当金の受取額 　 17,456 2,309

利息の支払額 　 △13,504 △51,907

損害賠償金による収入 　 － 2,810

移転補償による収入 　 － 7,963

法人税等の支払額 　 △1,864 △111,964

営業活動によるキャッシュ
・フロー

　 68,123 54,516
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前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・
フロー

　   

      定期預金の解約による収
入

　 96,555 －

有形固定資産の取得によ
る支出

　 △20,206 △25,791

有形固定資産の売却によ
る収入 

　 77,765 23

ソフトウェアの取得によ
る支出

　 △2,176 △10,667

ソフトウェア仮勘定の取
得による支出

　 ― △38,730

投資有価証券の取得によ
る支出

　 △10,000 △12,000

投資有価証券の売却によ
る収入 

　 47,416 －

投資有価証券の償還によ
る収入 

　 35,000 －

リース解約による支出 　 △77,711 △5,949

関係会社株式取得による
支出 

　 － △1,500

出資金増加による支出 　 ― △15,830

出資金返戻による収入 　 4,783 －

出資金分配による収入 　 5,423 153,179

匿名組合出資金分配によ
る収入

　 ― 194,804

貸付による支出 　 △1,525,000 －

貸付金の回収による収入 　 1,584,377 4,800

債権回収による収入 　 ― 140

連結範囲の変更を伴う子
会社株式の取得による収
入

※３　 ― 135,019

事業譲受による支出 　 ― △76,108

長期前払費用の増加によ
る支出

　 △2,100 △1,961

その他（敷金保証金）の
増加 

　 △8,796 －

保証金の返戻による収入 　 ― 14,300

預り敷金保証金の預かり
による収入

　 ― 1,525

投資活動によるキャッシュ
・フロー

　 205,332 315,253
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前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・
フロー

　   

短期借入金の返済による
支出 

　 △500,000 △4,900

長期借入による収入 　 ― 300,000

長期借入金の返済による
支出

　 △52,440 △644,214

社債の償還による支出 　 △513,000 △317,000

新株予約権付社債の発行
による収入

　 1,975,105 399,706

新株予約権付社債の償還
による支出

　 △1,600,000 △300,000

自己株式処分による収入 　 ― 1,901

自己株式取得による支出 　 ― △1,380

株式の発行による収入 　 1,043,900 －

新株予約権の発行に伴う
純支出

　 △24,932 －

財務活動によるキャッシュ
・フロー

　 328,633 △565,886

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換
算差額

　 － －

Ⅴ　現金及び現金同等物の増加額
（減少額△）

　 602,089 △196,116

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残
高

　 256,805 858,894

Ⅶ　現金及び現金同等物期末残高  ※１ 858,894 662,778
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継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当社グループは、前連結会計年度において2,111,547千円

の大幅な当期純損失を計上し、当連結会計年度においても

409,693千円の営業損失、483,492千円の経常損失、1,050,152

千円の当期純損失を計上しております。当該状況により、

継続企業の前提に関する重要な疑義が存在しております。

当社は、前連結会計年度においては、今後拡大が予想さ

れる「Video-IT」分野の一般企業マーケットに対する事業

展開において、広範な市場ニーズに柔軟に対応できる開発

資源およびノウハウの拡充が不十分であったため所定の

成果を達するにいたらず、重要な営業損失を計上すること

となりました。同分野に対する事業戦略の再構築および財

務体質の強化を図る目的で、前連結会計年度において不採

算部分については特別損失を計上、当連結会計年度以降の

費用負担を圧縮いたしましたが、当連結会計年度において

も重要な当期純損失を計上する結果となりました。当社で

は、当連結会計年度においては、新たな経営陣を選任し経

営体制の強化に努め、幅広い市場ニーズに対応できる事業

体制の再構築を図っております。前連結会計年度に比して

損益状況、財務体質ともに改善の方向に向かってはいるも

のの、収益を生み出す企業体質への転換を果たすために

は、更なる事業分野の選択と集中が必要との観点から、当

社資産全般について今後の事業方針等も鑑み、その資産性

を改めて精査いたしました。その結果、当連結会計年度に

おいて644,982千円の特別損失を計上、1,050,152千円の当期

純損失を計上することとなりました。

当社ではこれらの状況を解消すべく、アライアンスの強

化を通じて経営資源の整備・拡充に努めております。平成

18年３月に株式会社インターネット総合研究所、平成19年

１月に株式会社ネット・タイム、平成19年２月には株式会

社シブヤテレビジョンと包括的な業務提携契約を締結し

ております。当社の持つデジタル映像技術と新たな経営資

源を融合させることで、確固たる収益基盤の確保および事

業の再構築を計画しており、前連結会計年度および当連結

会計年度に行った不採算資産整理の効果も加わり、来連結

会計年度以降の損益構造の改善を見込んでおります。

当社グループは、前々連結会計年度2,111,547千円、前連

結会計年度1,050,152千円の大幅な当期純損失を計上し、当

連結会計年度においては、234,026千円の当期純損失を計上

しており、当該状況により、継続企業の前提に重要な疑義

が存在しております。　　

連結財務諸表提出会社である当社は、前々連結会計年度

において計上した大幅な損失・財務指標の悪化を解消す

るために、前連結会計年度においては、新たな経営陣を選

任し経営体制の強化に努め、幅広い市場ニーズに対応でき

る事業体制の再構築を図ってまいりました。その結果、損

益状況、財務体質ともに改善されてはおりますが、今後拡

大が予想される「Video-IT」分野の一般企業マーケットに

対する事業展開において、広範な市場ニーズに柔軟に対応

できる開発資源およびノウハウの拡充が不十分であった

ため所定の成果を達するにいたらず、前連結会計年度にお

いて重要な営業損失を計上することとなりました。当連結

会計年度においては事業再構築の成果もあり、大幅な固定

費の削減を実現するなど収益体質の改善に努め、44,261千

円の営業利益、14,290千円の経常利益を計上しております。

しかしながら、投資有価証券評価損や子会社での税金費用

の発生等により、当連結会計年度においては、234,026千円

の当期純損失を計上することとなりました。 

当社ではアライアンスの強化を通じて更なる経営資源

の整備・拡充に努めており、平成19年１月に株式会社ネッ

ト・タイム、平成19年２月には株式会社シブヤテレビジョ

ンと包括的な業務提携契約を締結し、同年４月には両社を

連結子会社化し、株式会社ネットタイムについては平成19

年９月１日、株式会社シブヤテレビジョンについては平成

20年1月31日をもって完全子会社化しております。

　当社の持つデジタル映像技術と新たな経営資源を融合さ

せることにより、確固たる収益基盤の確保および事業の再

構築を計画しており、前連結会計年度に行った不採算資産

整理の効果も加わり、翌連結会計年度以降の損益構造の更

なる改善に向けた取り組みを行っております。
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前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

資金面におきましては、平成19年３月８日に業務提携先

である株式会社シブヤテレビジョンとの共同事業展開を

推進するために同社の親会社である株式会社ケン・コー

ポレーションをはじめとする引受先に対し第三者割当に

よる新株発行を行い、総額921,670千円の資金を調達してお

ります。また、平成18年4月13日に転換社債型新株予約権付

社債の発行により2,000,000千円を調達しております。同社

債につきましてはその後の当社の資本調達の状況や株式

市場の動向を考慮し、将来の償還リスクを軽減する観点か

ら、当連結会計年度に1,600,000千円の買入消却を行ってお

りますが、当座の運転資金として400,000千円を確保してお

ります。さらに株主資本の強化を図るため平成18年7月3日

に第2回新株予約権6,500株を発行、平成18年12月15日には

第3回新株予約権13,000株を発行いたしました。これら新株

予約権は既存株式価値の希薄化懸念を考慮し、平成19年２

月21日に同日時点の残存部分全部につき当社による取得

及び消却を行っておりますが、当連結会計年度において

2,185株の新株予約権の行使により、155,136千円の払込を

受けております。このように当連結会計年度において当社

では財務体質強化を重要な経営課題として位置づけ、その

基盤強化に取り組んでまいりました。

当社グループでは、継続企業の前提に関する重要な疑義

は解消されるものと判断しております。よって、連結財務

諸表は継続企業を前提として作成されており、このような

重要な疑義の影響を連結財務諸表には反映しておりませ

ん。 

資金面におきましては、平成19年３月８日に業務提携先

である株式会社シブヤテレビジョンとの共同事業展開を

推進するために同社の親会社である株式会社ケン・コー

ポレーションをはじめとする引受先に対し第三者割当に

よる新株発行を行い、総額921,670千円の資金を調達してお

ります。また、平成19年８月９日には業務提携も視野に入

れ、大和ハウス工業株式会社、株式会社ケン・コーポレー

ションを割当先とし総額400,000千円の転換社債型新株予

約権付社債を発行しております。このように当社では安定

した経営基盤の確立と財務体質強化に取り組んでまいり

ました。

当社グループでは、継続企業の前提に関する重要な疑義

は解消されるものと判断しております。よって、連結財務

諸表は継続企業を前提として作成されており、このような

重要な疑義の影響を連結財務諸表には反映しておりませ

ん。
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社の数　１社

　　主要な連結子会社の名称

　　匿名組合リアルネットワークス 

(1）連結子会社の数　２社

　主要な連結子会社の名称

　株式会社シブヤテレビジョン

　株式会社ネット・タイム

（連結の範囲を変更した旨・理由）

株式会社シブヤテレビジョンは平成19

年４月23日の株式取得及び平成20年１月

31日の株式交換、株式会社ネット・タイム

は平成19年４月２日の株式取得及び平成

19年９月１日の株式交換に伴い完全子会

社となったことから、当連結会計年度より

連結の範囲に含めております。

 (2）主要な非連結子会社の名称等

　　匿名組合むびじぇねプロジェクト 

（連結の範囲から除いた理由）

　同組合は、純資産、売上高、当期純損益

（持分相当分）および利益剰余金（持分

相当分）からみて、重要性に乏しく、全体

としても連結財務諸表等に重要な影響を

及ぼしていないため、連結の範囲から除外

しております。 

(2）主要な非連結子会社の名称等

　有限会社S&Sミュージックパブリッ

シャーズ

（連結の範囲から除いた理由）

同会社は、純資産、売上高、当期純損益

（持分相当分）および利益剰余金（持分

相当分）が、いずれも当期連結財務諸表に

重要な影響を及ぼしていないためであり

ます。

 (3）連結子会社である匿名組合リアル

ネットワークスについては当連結会計年

度に清算手続が終了しました。従って、当

連結会計年度は連結損益計算書、連結

キャッシュ・フロー計算書及び連結株主

資本等変動計算書は作成しておりますが、

連結貸借対照表は作成しておりません。

 

２．持分法の適用に関する事

項

(1）持分法適用非連結子会社の数　１社 

　　持分法適用関連会社の数　　　３社 

(1）持分法非適用非連結子会社の数 １社

　主要な持分法非適用非連結子会社の名称

　有限会社S&Sミュージックパブリッ

シャーズ

(2）持分法非適用関連会社の数　　２社 

　主要な持分法非適用関連会社の名称

　任意組合世界自然遺産製作委員会

　任意組合宇宙エレベータ製作委員会

 (2）持分法適用非連結子会社である匿名

組合むびじぇねプロジェクト、持分法適用

関連会社である匿名組合インフォビュー

他1社については、当連結会計年度中に清

算終了しております。

持分法適用関連会社であるダイナウェア

・ソリューションズ㈱については当連結

会計年度に株式を全て売却しております。

（持分法を適用しない理由）

有限会社S&Sミュージックパブリッ

シャーズ、任意組合世界自然遺産製作委員

会および任意組合宇宙エレベータ製作委

員会は、当期純損益（持分に見合う額）及

び利益剰余金（持分に見合う額）等から

みて、持分法の対象から除いても当期連結

財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ

全体としても重要性がないため、持分法の

適用範囲から除外しております。
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項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項

 連結子会社である、匿名組合リアルネッ

トワークスの決算期は11月30日でありま

す。連結財務諸表の作成にあたりまして

は、組合契約終了時の財務諸表を使用して

おります。

すべての連結子会社の事業年度の末日

は、当社の連結会計年度の末日と一致して

おります。

４.会計処理基準に関する事項

(1)重要な資産の評価基準及び

評価方法

①有価証券 

 a）満期保有目的の債券

 　償却原価法を採用しております。

 b）その他有価証券

 　時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により

処理し売却原価は移動平均法により算

定）を採用しております。

時価のないもの

移動平均法による原価法を採用してお

ります。

②デリバティブ

　 時価法 

③たな卸資産

 a）商品

先入先出法による原価法によっており

ます。

 b）仕掛品

個別法による原価法によっておりま

す。

 c）貯蔵品

 　先入先出法による原価法によってお

　 ります。

①有価証券 

　─────

 a）その他有価証券

　

 　時価のあるもの

同左

 

 

 

時価のないもの

同左

 

②デリバティブ

　　　　　　　　同左

③たな卸資産

 a）商品

同左

 

 b）仕掛品

同左

 

 c）貯蔵品

同左

(2)重要な減価償却資産の減価

償却の方法

①有形固定資産 

　定率法によっております。 

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであ

ります。

　　建　物　８～15年

　　その他　３～８年

　また、取得価額10万円以上20万円未満の

資産については、３年間で均等償却してお

ります。 

①有形固定資産 
平成19年３月31日以前に取得したもの
旧定率法
平成19年４月１日以降に取得したもの
定率法
なお、主な耐用年数は以下のとおりであ
ります。
　　建物及び構築物　　８～41年
　　機械装置　　　　　３～６年
　　工具器具備品　　　２～15年
また、取得価額10万円以上20万円未満の
資産については、３年間で均等償却して
おります。 
（会計方針の変更） 
当連結会計年度より法人税法の改正を
機に、平成19年４月１日以降取得の有形固
定資産については改正法人税法に規定す
る償却方法により減価償却費を計上して
おります。
  なお、この変更に伴う損益への影響は軽
微であります。 
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項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

   （追加情報） 
 法人税法改正に伴い、平成19年３月31
日以前に取得した資産については、改正前
の法人税法に基づく減価償却の方法の適
用により取得価額の５％に到達した連結
会計年度の翌連結会計年度により、取得価
額の５％相当額と備忘価額との差額を５
年間にわたり均等償却し、減価償却費に含
めて計上しております。
なお、この変更に伴う損益への影響は軽微
であります。 

  ②無形固定資産

 a）自社利用のソフトウェア

社内における見込利用可能期間（３～

５年）による定額法によっておりま

す。 

 b）市場販売目的のソフトウェア 

見込販売可能期間（３年）による定額

法によっております。

 ②無形固定資産

 a）自社利用のソフトウェア

同左

 

 

 b）市場販売目的のソフトウェア 

同左

 

c) 施設利用権

 耐用年数（20年）による定額法によっ

ております。

d) 商標権

 耐用年数（10年）による定額法によっ

ております。

 ③長期前払費用

 均等償却によっております。主な償却期

間は５年であります。

 ③長期前払費用

同左

(3)繰延資産の処理方法  株式交付費、社債発行費、新株予約権発行

費

　支出時に全額費用として処理しておりま

す。

 株式交付費、社債発行費

同左

(4)重要な引当金の計上基準

 

(1)貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等の特定の債権については、個

別に回収可能性を検討し、回収不能見込額

を計上しております。 

(1)貸倒引当金

同左 

 (2)株主優待引当金

 　将来の株主優待券の利用による費用の

発生に備えるため、翌期以降に発生すると

見込まれる額を計上しております。

(2)株主優待引当金

同左

 ───── (3)賞与引当金

一部の連結子会社は、従業員に対して支

給する賞与の支出に充てるために、支給見

込み額に基づき当連結会計年度負担額を

計上しております。
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項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

(5)重要なリース取引の処理方

法

　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。 

同左

(6)重要なヘッジ会計の手法 ───── 　①ヘッジ会計の方法

一部の連結子会社の締結している金利

スワップについては、特例処理の要件を満

たしておりますので、特例処理を採用して

おります。

　 ②ヘッジ手段とヘッジ対象

　ヘッジ手段・・・金利スワップ

　ヘッジ対象・・・借入金

　 ③ヘッジ方針

　金利変動リスクの回避のため、対象債務

の範囲内でヘッジを行っております。

　 ④ヘッジ有効性評価の方法

金利スワップの特例処理の要件を満た

しているので決算日における有効性の評

価を省略しております。

(7)その他連結財務諸表作成の

ための基本となる重要な

事項

消費税等の会計処理 

　税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

　連結子会社の資産及び負債の評価につい

ては、全面時価評価法によっております。 

同左　

６．のれん及び負ののれんの

償却に関する事項

───── のれん及び負ののれんの償却について

は、５年間の定額法により償却を行ってお

ります。

７．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

　連結キャッシュ・フロー計算書における

資金（現金及び現金同等物）は、手許現

金、随時引き出し可能な預金及び容易に換

金可能であり、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得日から

３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投

資からなっております。 

同左
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表示方法の変更

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 （連結損益計算書）

1.　前連結会計年度まで区分掲記しておりました「デリ

　バティブ評価益」（当連結会計年度は969千円）は、

　営業外収益の総額の100分の10以下となったため、営

　業外収益の「その他」に含めて表示しております。 

２.　前連結会計年度まで区分掲記しておりました「支

　払保証料」（当連結会計年度は7,582千円）は、営業

　外費用の総額の100分の10以下となったため、営業外

　費用の「その他」に含めて表示しております。

　

 （連結損益計算書）

1.　前連結会計年度まで区分掲記しておりました「社

　債発行費」（当連結会計年度は294千円）及び「株

　式交付費」（当連結会計年度は418千円）は、営業

　外収益の総額の100分の10以下となったため、営業

　外収益の「その他」に含めて表示しております。 
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注記事項

（連結貸借対照表関係）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

※１．非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

　　おりであります。　　　　　　　　

関係会社出資金 37,148千円

※２．担保資産及び担保付債務

　　　　担保に供している資産は次のとおりであります

土地 224,950千円

建物 250,523千円

　担保付債務は次のとおりであります。

一年内返済予定長期借入金 31,560千円

長期借入金 256,970千円
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（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

　※１．主要な費目及び金額は次のとおりであります。 　※１．主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 役員報酬 49,845千円 

 従業員給与 118,418千円 

 販売促進費 65,118千円 

 研究開発費 73,752千円 

 減価償却費 4,755千円 

 ソフトウエア償却費 27,373千円 

 貸倒引当金繰入 8,070千円 

 株主優待引当金繰入 4,000千円 

 貸倒損失 65,470千円 

 役員報酬 103,832千円 

 従業員給与 164,515千円 

 減価償却費 11,252千円 

 ソフトウエア償却費 2,966千円 

 貸倒引当金繰入 2,581千円 

 株主優待引当金繰入 4,000千円 

　※２．研究開発費の総額

 　　　　一般管理費に含まれる研究開発費

 研究開発費 73,752千円 

　※２．研究開発費の総額

 　　　　一般管理費に含まれる研究開発費

 研究開発費 68,764千円 

　※３．固定資産売却益の内訳は以下のとおりでありま

　　　　す。

 工具器具備品 77,765千円 

　※３．　　　　　　　─────

　※４．　　　　　　　───── 　※４．固定資産売却損の内訳は以下のとおりでありま

　　　　す。

 工具器具備品 229千円 

　※５．　　　　　　　─────　

  

　※５．固定資産除却損の内訳は以下のとおりでありま

　　　　す。

 建物附属設備 14,482千円 

 工具器具備品 2,925千円 

 その他 1,549千円 
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前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

　※６．減損損失

 　減損損失の内訳は次のとおりです。

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

 用途 場所 種類 減損損失 

ユニファイド

仕様メールシ

ステム

　本社 所有権移転外

ファイナンス

リース

423

ネットワーク

対応デジタル

映像編集ＳＤ

Ｋ

　本社 所有権移転外

ファイナンス

リース

9,566

Ｃ４Custom開

発ライセンス

　本社 所有権移転外

ファイナンス

リース

45,941

携帯コンテン

ツ流通管理シ

ステム 

　本社 所有権移転外

ファイナンス

リース

14,919

デジタルコン

テンツアセッ

トマネージ

　本社 所有権移転外

ファイナンス

リース

75,160

コンテンツ使

用料

匿名組合リア

ルネットワー

クス

長期前払費用 135,194

 　当社グループは減損損失を把握するにあたり、事業をシス

テムインテグレーション事業、プロダクト事業、サービス・

その他事業に分類し、更にそれぞれのプロジェクト・製品単

位にグルーピングを実施しています。当該リース資産につい

ては、市場環境の変化及び機能の陳腐化により収益が悪化し

ているため、未経過リース料を基に算定した帳簿価格を回収

可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失(146,012千円)と

して特別損失に計上しました。

　長期前払費用については、市場環境の変化及び事業分野の

再構築に伴い収益性が著しく低下したため、帳簿価格を回収

可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失(135,194千円)と

して特別損失に計上しました。

　なお、回収可能価額は使用価値により測定しており、使用価

値については、将来キャッシュ・フローを3.5％で割引いて計

算しています。　

　※６．減損損失

 　減損損失の内訳は次のとおりです。

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

 用途 場所 種類 減損損失 

事務所 子会社の本社 建物 5,407

　当社グループは、原則として、事業用資産については事業を

基準としてグルーピングを行っており、将来の使用が見込ま

れない資産については個別資産ごとにグルーピングを行っ

ております。

　当連結会計年度において、子会社本社を移転する決議が

あったため、帳簿価額を減額し、当該減少額を減損損失（

5,407千円）として特別損失に計上しました。
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式　　※１ 22,734 22,348  ─── 45,082

自己株式     

普通株式　　※２，３  ─── 24 24  ───

合計 22,734 22,372 24 45,082

　※１．普通株式の増加（19,610株）は、第三者割当による新株の発行による増加であります。

　　　　普通株式の増加（2,185株）は、第２回新株予約権の行使による増加であります。

普通株式の増加（553株）は、転換社債型新株予約権付社債の株式への転換による増加であります。

　※２．普通株式の自己株式の株式数の増加（24株）は、株式会社ネット・タイムとの株式交換に際し、株式買取請求

に応じたことによる増加であります。

　※３．普通株式の自己株式の株式数の減少（24株）は、株式の売渡による減少であります。

　

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権

の目的とな

る株式の種

類

新株予約権の目的となる株式の数(株)

当連結会計

年度末残高

(千円）

前連結会計

年度末

当連結会計

年度増加

当連結会計

年度減少

当連結会計

年度末

提出会社

(親会社)

 ストックオプションとしての

 第１回新株予約権 ※１,７
普通株式 － － － － －

第１回転換社債型新株予約権付社

債　※２
普通株式 － 8,097 8,097 － －

第２回転換社債型新株予約権付社

債　※３
普通株式 － 7,383 553 6,830 －

第２回新株予約権

※４，５
普通株式 － 6,500 6,500 － －

第３回新株予約権

※４，６
普通株式 － 13,000 13,000 － －

合計 － － 34,980 28,150 6,830 －

※１.会社法施行前に付与されたストックオプションであります。

※２.第１回転換社債型新株予約権付社債の減少1,691株は、新株予約権の消却によるものであります。また、6,478株は

　　 社債の期限前償還によるものであります。

※３.第２回転換社債型新株予約権付社債の減少は、転換権の行使によるものであります。

※４.第２回新株予約権および第３回新株予約権の増加は、新株予約権の発行によるものであります。

※５.第２回新株予約権の減少2,185株は、新株予約権の行使によるものであります。また、4,315株は、新株予約権の

　　 消却によるものであります。

※６.第３回新株予約権の減少は、新株予約権の消却によるものであります。

※７.第１回新株予約権の「新株予約権の目的となる株式の種類」、「新株予約権の目的となる株式の数（株）」につい

     ては、ストック・オプションとして付与しているため記載を省略しています。

３．配当に関する事項

 　該当事項はありません。

当連結会計年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項
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前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式　　※１ 45,082 3,218  ─── 48,300

合計 45,082 3,230 12 48,300

　※１．普通株式の増加（1,291株）は、第２回新株予約権の行使による増加であります。

　　　　普通株式の増加（663株）は、株式交換による新株の発行による増加であります。　

普通株式の増加（1,264株）は、株式交換による新株の発行による増加であります。

　

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権

の目的とな

る株式の種

類

新株予約権の目的となる株式の数(株)

当連結会計

年度末残高

(千円）

前連結会計

年度末

当連結会計

年度増加

当連結会計

年度減少

当連結会計

年度末

提出会社

(親会社)

第２回転換社債型新株予約権付社

債　※１
普通株式 6,830 － 6,830 － －

第３回転換社債型新株予約権付社

債　※２,３
普通株式 － 4,964 － 4,964 －

ストックオプションとしての

第４回新株予約権　※４,５,６
－ － － － － 74,672

合計 － 6,830 4,964 6,830 4,964 74,672

 ※１.第２回転換社債型新株予約権付社債の減少は、転換権の行使（1,291株）と買入償還によるものです。

 ※２.権利行使可能な新株予約権であります。

 ※３.第３回転換社債型新株予約権付社債の増加は、新株予約権の発行によるものです。

 ※４.第４回新株予約権の「新株予約権の目的となる株式の種類」、「新株予約権の目的となる株式の数(株)」について

は、ストックオプションとして付与しているため記載を省略しております。

 ※５.第４回新株予約権は、株式会社シブヤテレビジョンとの株式交換に際して、同社発行の新株予約権と引換に割当て交

付したものであります。

 ※６.第４回新株予約権は、権利行使期間初日が到来していないものです。

３．配当に関する事項

 　該当事項はありません。
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に

　　記載されている科目の金額との関係

※１　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に

　　記載されている科目の金額との関係

現金及び預金 858,894千円

現金及び現金同等物 858,894千円

現金及び預金 708,202千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △45,424千円

現金及び現金同等物 662,778千円

２　重要な非資金取引の内容

転換社債型新株予約権付社債の転換権

の行使による資本金増加額 14,977千円

転換社債型新株予約権付社債の転換権

による資本準備金増加額 14,977千円

転換社債型新株予約権付社債の転換権

の行使による転換社債型新株予約権付

社債の減少額 29,954千円

２　重要な非資金取引の内容

転換社債型新株予約権付社債の転換権

の行使による資本金増加額 35,000千円

転換社債型新株予約権付社債の転換権

の行使による資本準備金増加額 35,000千円

転換社債型新株予約権付社債の転換権

の行使による転換社債型新株予約権付

社債の減少額 70,000千円

※３　　　　　　　────── ※３　株式の取得により新たに連結子会社となった会社

　　の資産及び負債の主な内訳

　　 株式の取得により新たに連結したことに伴う連結開

   始時の資産及び負債の内訳並びに株式の取得価額と取

   得のための収入(純額)との関係は次の通りであります。　

　株式会社ネット・タイム(平成19年4月1日現在)

　流動資産 112,233千円

　固定資産　 91,406千円

　のれん　 3,903千円

　流動負債　 △102,573千円

　固定負債 △29,180千円

　少数株主持分　 △34,289千円

　　　株式会社ネット・タイム株式の取得価額 41,500千円

　　株式会社ネット・タイムの現金及び現金同等物　 △64,318千円

　　　差引：株式会社ネット・タイム取得のための収入 22,818千円

　株式会社シブヤテレビジョン(平成19年4月1日現在)

　流動資産 457,287千円

　固定資産　 1,586,660千円

　負ののれん　 △36,406千円

　流動負債　 △643,095千円

　固定負債 △983,567千円

　少数株主持分　 △172,178千円

　新株予約権 △65,901千円

　　　株式会社シブヤテレビジョン株式の取得価額 142,799千円

　　株式会社シブヤテレビジョンの現金及び現金同等物　 △255,001千円

　　差引：株式会社シブヤテレビジョン取得のための収入 112,201千円
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（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 
取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額相
当額
（千円）

減損損失
累計額相
当額
（千円）

期末残高
相当額
（千円）

ソフトウエア 457,630 230,667 137,933 89,028

合計 457,630 230,667 137,933 89,028

 
取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額相
当額
（千円）

減損損失
累計額相
当額
（千円）

期末残高
相当額
（千円）

工具器具備品 378,356 254,796 ― 123,560

ソフトウエア 484,640 279,271 137,933 67,434

合計 862,996 534,068 137,933 190,995

２．未経過リース料期末残高相当額及びリース資産減損

勘定の残高

２．未経過リース料期末残高相当額及びリース資産減損

勘定の残高

１年内 93,471千円

１年超 133,427千円

合計 226,898千円

リース資産減損勘定の残高 132,890千円

未経過リース料期末残高相当額　  　

１年内 138,254千円

１年超 181,887千円

合計 320,142千円

リース資産減損勘定の残高 81,021千円

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 130,614千円

リース資産減損勘定の取崩額 26,042千円

減価償却費相当額 108,527千円

支払利息相当額 10,100千円

減損損失 146,012千円

支払リース料 161,738千円

リース資産減損勘定の取崩額 51,868千円

減価償却費相当額 140,442千円

支払利息相当額 13,022千円

減損損失 ― 千円

４．減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

４．減価償却費相当額の算定方法

　　　　　　　　　同左

　 　

５．利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、利息

法によっております。

５．利息相当額の算定方法

　　　　　　　　　同左

　 　

EDINET提出書類

株式会社アイ・ビー・イーホールディングス(E05321)

有価証券報告書

 61/115



（有価証券関係）

前連結会計年度（平成19年３月31日現在）

　１.その他有価証券で時価のあるもの

 種類 取得原価（千円）
貸借対照表計上額

（千円）
差額（千円）

貸借対照表計上額が取
得原価を超えないもの

(1)株式 　※1 3,400 3,400 －

小計 3,400 3,400 －

合計 3,400 3,400 －

※１　当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式40,000千円について36,600千円減損処理を行っており

ます。

　

　２.時価評価されていない主な有価証券の内容

　 貸借対照表計上額（千円）

(1）満期保有目的の債券 　 　

社債 有価証券 26,250

(2）その他有価証券 　 　

非上場株式 　 9,200

　３.その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額

　
１年以内
（千円）

１年超５年以内
（千円）

５年超10年以内
（千円）

10年超
（千円）

１．債券 　 　 　 　

(1）社債 26,250 ― ― ― 

合計 26,250 ― ― ― 

当連結会計年度（平成20年３月31日現在）

　１.時価評価されていない主な有価証券の内容

　 連結貸借対照表計上額（千円）

(1）その他有価証券 　 　

非上場株式 　 9,200
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（デリバティブ取引関係）

１．取引の状況に関する事項

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

(1）取引の内容

当社の利用しているデリバティブ取引は、金利スワッ

プ取引であります。 

(1）取引の内容

当社グループの利用しているデリバティブ取引は、金

利スワップ取引であります。 

(2）取引に対する取組方針

当社のデリバティブ取引は、将来の為替及び金利の変

動によるリスク回避を目的としており、投機目的の取

引は行っておりません。

(2）取引に対する取組方針

当社グループのデリバティブ取引は、将来の為替及び

金利の変動によるリスク回避を目的としており、投機

目的の取引は行っておりません。

(3）取引の利用目的

当社のデリバティブ取引は、将来の借入金の金利変動

リスクを回避する目的で利用しています。  

(3）取引の利用目的

当社グループのデリバティブ取引は、将来の借入金の

金利変動リスクを回避する目的で利用しています。  

ヘッジ会計の方法

一部の連結子会社の締結している金利スワップに

ついては、特例処理の要件を満たしておりますので、

特例処理を採用しております。

ヘッジ手段とヘッジ対象

　ヘッジ手段・・・金利スワップ

　ヘッジ対象・・・借入金

ヘッジ方針

　金利変動リスクの回避のため、対象債務の範囲内で

ヘッジを行っております。

ヘッジ有効性評価の方法

金利スワップの特例処理の要件を満たしているの

で決算日における有効性の評価を省略しております。

(4）取引に係るリスクの内容 

当社の利用している金利スワップ取引は、市場金利の

変動によるリスクを有しています。また、デリバティブ

取引の契約先は、信用度の高い国内の金融機関に限定

しているため、相手方の契約不履行によるリスク（信

用リスク）は、ほとんどないものと認識しています。

(4）取引に係るリスクの内容 

当社グループの利用している金利スワップ取引は、市

場金利の変動によるリスクを有しています。また、デリ

バティブ取引の契約先は、信用度の高い国内の金融機

関に限定しているため、相手方の契約不履行によるリ

スク（信用リスク）は、ほとんどないものと認識して

います。

(5）取引に係るリスク管理体制 

デリバティブ取引の実行及び管理については、社内規

程に基づき、社長の決裁により財務課が実行及び管理

を行っています。また、デリバティブ取引を含む財務報

告を毎月、社長及び担当役員に対し行っています。

(5）同左

　

(6）取引の時価等に関する事項についての補足説明 

取引の時価等に関する事項についての契約額等は、あ

くまでもデリバティブ取引における名目的な契約額ま

たは計算上の想定元本であり、当該金額自体がデリバ

ティブ取引のリスクの大きさを示すものではありませ

ん。 

(6）同左

　

２．取引の時価等に関する事項

（1）金利関連 
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区分 種類

前連結会計年度（平成19年３月31日） 当連結会計年度（平成20年３月31日）

契約額等
（千円）

契約額等の
うち１年超
（千円）

時価
（千円）

評価損益
（千円）

契約額等
（千円）

契約額等の
うち１年超
（千円）

時価
（千円）

評価損益
（千円）

市場取

引以外

の取引

金利スワップ取引  　 　 　  　 　 　

変動受取・固定支払 200,000 200,000 △3,660 △3,660 200,000 200,000 △2,091 △2,091

合計 200,000 200,000 △3,660 △3,660 200,000 200,000 △2,091 △2,091

 （注）１．時価の算定方法

 　　　　取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。

（退職給付関係）

前連結会計年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）

該当事項はありません。　

当連結会計年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

該当事項はありません。　
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（ストック・オプション等関係）

前連結会計年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）

 1.ストック・オプションに係る当連結会計年度における費用計上額及び科目名

 　該当事項ありません。

　

２.ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

（1）ストック・オプションの内容 

 
平成14年

ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数
役員４名、従業員31名

外部支援者５名

ストック・オプション数（注） 普通株式　　　1,600株

付与日 平成14年９月13日

権利確定条件

新株予約権の行使時において、継

続して勤務していること。ただし、

退任、定年退職等正当な理由のある

場合は行使を認める。外部支援者に

ついては、権利確定条件が付されて

いない。 

対象勤務期間  定めがない。

権利行使期間
 平成15年９月14日から

平成24年９月13日まで

（注）株式数に換算して記載しております。 

（2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

　　当連結会計年度（平成19年３月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの　　

　数については、株式数に換算して記載しております。

　①ストック・オプションの数

 
平成14年

ストック・オプション

権利確定前　　　　　　（株）  

前連結会計年度末 ―

付与 ―

失効 ―

権利確定 ―

未確定残 ―

権利確定後　　　　　　（株）  

前連結会計年度末 1,186

権利確定 ―

権利行使 ―

失効 ―

未行使残 1,186

　②単価情報

 
平成14年

ストック・オプション

権利行使価格　　　　　　（円） 140,664
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平成14年

ストック・オプション

行使時平均株価　　　　　（円） ―

公正な評価単価（付与日）（円） ―

当連結会計年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

１.ストック・オプションに係る当連結会計年度における費用計上額及び科目名 

 　販売費及び一般管理費　　　　　　　　　8,771千円

　

２.ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

（1）ストック・オプションの内容 

 
平成14年

ストック・オプション
平成19年

ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数
役員４名、従業員31名

外部支援者５名

役員４名、従業員10名

外部支援者７名

ストック・オプション数（注） 普通株式　　　1,600株 普通株式　　　10,311株

付与日 平成14年９月13日 平成20年１月31日

権利確定条件

新株予約権の行使時において、継

続して勤務していること。ただし、

退任、定年退職等正当な理由のある

場合は行使を認める。外部支援者に

ついては、権利確定条件が付されて

いない。 

同左

 

 

 

 

 

対象勤務期間  定めがない。  定めがない。

権利行使期間
 平成15年９月14日から

平成24年９月13日まで

 平成21年11月20日から

平成26年11月19日まで

（注）株式数に換算して記載しております。 

EDINET提出書類

株式会社アイ・ビー・イーホールディングス(E05321)

有価証券報告書

 66/115



（2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

　当連結会計年度（平成20年３月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの

数については、株式数に換算して記載しております。

　①ストック・オプションの数

 
平成14年

ストック・オプション
平成19年

ストック・オプション

権利確定前　　　　　　（株）   

前連結会計年度末 ― ―

付与 ― 10,311

失効 ― ―

権利確定 ― ―

未確定残 ― 10,311

権利確定後　　　　　　（株）   

前連結会計年度末 1,186 ―

権利確定 ― ―

権利行使 ― ―

失効 178 ―

未行使残 1,008 ―

　②単価情報

 
平成14年

ストック・オプション
平成19年

ストック・オプション

権利行使価格　　　　　　（円） 138,613 23,256

行使時平均株価　　　　　（円） ― ―

公正な評価単価（付与日）（円） ― ―
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 ３.ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

株式会社シブヤテレビジョンが平成18年11月20日に付与したストック・オプションについては、平成20年1月31日実

施の株式交換において、当社が新株予約権の条件を引き継いでおります。新株予約権の評価は、株式会社シブヤテレビ

ジョンが未公開企業であるため公正な評価単価を本源的価値により算定しております。なお、株式会社シブヤテレビ

ジョンがストック・オプションを付与した時点での本源的価値は以下の通りです。

 ①株価の評価方法及び１株当たりの評価額

時価純資産方式による評価額67千円

 ②新株予約権の行使価格50千円

算定の結果、ストック・オプション付与時点における株価の単位当たりの本源的価値は17千円となり、これにより公

正な評価単位を17千円と算定いたしました。なお、ストック・オプション1個につき株式会社シブヤテレビジョンの株

式1株の割当がされていましたが、当社株式2.15株の割当になっております。

 ４.ストック・オプションの権利確定数の見積方法

当該事項はありません。

 ５.当連結会計年度末における本源的価値の合計額508,786千円

 ６.当連結会計年度に権利行使されたストック・オプションの権利行使日における本源価値の合計額

当該事項はありません。
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（税効果会計関係）

前連結会計年度
（平成19年3月31日）

当連結会計年度
（平成20年3月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産   

貸倒引当金損金不算入 53,300千円

投資有価証券評価損損金不算入 25,803千円

外形標準課税損金不算入 1,708千円

株主優待引当金損金不算入 1,628千円

減損損失 72,268千円

ソフトウェア評価損損金不算入 118,119千円

繰越欠損金 1,050,027千円

繰延税金資産小計 1,322,855千円

評価性引当額 △1,322,855千円

繰延税金資産計 － 千円

繰延税金負債   

特別償却準備金 △188千円

繰延税金負債計 △188千円

繰延税金資産の純額 △188千円

繰延税金資産   

棚卸資産評価損損金不算入 12,177千円

貸倒引当金損金不算入 9,387千円

投資有価証券評価損損金不算入 38,787千円

外形標準課税損金不算入 1,753千円

賞与引当金損金不算入 6,569千円

未払費用損金不算入 5,528千円

株主優待引当金損金不算入 1,628千円

減価償却超過額 22,378千円

減損損失 153,272千円

ソフトウェア評価損損金不算入 67,049千円

繰越欠損金 1,720,780千円

その他 1,188千円

繰延税金資産小計 2,040,502千円

評価性引当額 △1,903,233千円

繰延税金資産計

繰延税金負債

137,268千円

土地評価差額 △166,738千円

繰延税金負債計 △166,738千円

繰延税金資産（負債）の純額 △29,470千円

繰延税金負債の純額は、連結貸借対照表の以下の項目

に含まれております。　

流動資産-繰延税金資産 12,367千円

固定負債-繰延税金負債 △41,837千円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

  税金等調整前当期純損失が計上されているため記載して

　おりません。

  税金等調整前当期純損失が計上されているため記載して

　おりません。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

　前連結会計年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）において、当社グループの事業はデジタル映像

技術とコンピュータ技術を融合した「Video－IT」ソリューション事業ならびにこれらに付帯する業務の単一

セグメントのため、記載を省略しております。

当連結会計年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

 
ITソリューショ
ン事業
（千円）

メディアソ
リューション事

業
（千円）

計（千円）
消去又は全社
（千円）

連結（千円）

Ⅰ　売上高及び営業損益      

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 1,127,466 1,740,293 2,867,759 － 2,867,759

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
800 9,700 10,500 △10,500 －

計 1,128,266 1,749,993 2,878,259 △10,500 2,867,759

営業費用 1,098,388 1,528,422 2,626,811 196,686 2,823,497

営業利益（又は営業損失） 29,877 221,570 251,448 △207,186 44,261

Ⅱ　資産、減価償却費及び資本的

支出
     

資産 652,255 1,884,062 2,536,317 66,369 2,602,686

減価償却費 97,951 30,168 128,119 △226 127,893

減損損失 － 5,407 5,407 － 5,407

資本的支出 49,433 44,030 93,463 △620 92,843

　（注）1．事業区分の方法

　　　　　  事業は、市場の類似性を考慮して区分しております。

　　　　2．各区分に属する主な業務内容

事業区分 主要製品

 ITソリューション事業  デジタル映像管理システム、セキュリティシステム

 メディアソリューション事業  広告事業、音楽事業

　　　　3．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用

　　　　　　237,564千円

　　　　　　主な内容は、当社の企画・総務・経理部門等の管理部門にかかる費用であります。

　　　　4．事業区分の追加

　メディアソリューション事業は、当連結会計年度より連結子会社となりました株式会社シブヤテレビジョン

が行っている事業であり、当該セグメントを新設しております。

【所在地別セグメント情報】

　前連結会計年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）及び当連結会計年度（自平成19年４月１日　至

平成20年３月31日）において、当社グループは本邦以外の国々または地域に所在する連結子会社及び重要な在

外支店がないため、該当事項はありません。

【海外売上高】

　前連結会計年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）及び当連結会計年度（自平成19年４月１日　至

平成20年３月31日）において、当社グループは海外売上高がないため、該当事項はありません。
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（企業結合等関係）

前連結会計年度（自　平成18年4月1日　至　平成19年3月31日）

該当事項はありません。

当連結会計年度（自　平成19年4月1日　至　平成20年3月31日）

・共通支配下の取引等

１．結合当事企業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並びに取引の目的を含む取引

　の概要

（１）結合当事企業の名称及びその事業の内容

① 結合企業（株式交換完全親会社）

名称　　　　株式会社アイ・ビー・イー（当社）

事業の内容　デジタル映像関連システムソリューションの企画・開発・販売

② 被結合企業（株式交換完全子会社）

名称　　　　株式会社ネット・タイム

事業の内容　情報セキュリティアプリケーション製品の企画・開発・販売

（２）企業結合の法的形式及び結合後企業の名称

企業結合の法的形式　株式交換

結合当事企業の名称変更はない。

（３） 取引の目的を含む取引の概要

　当社は、51％保有連結子会社である株式会社ネット・タイムを完全子会社化し、経営の機動性と柔軟性の向上を図る

ことを目的に、平成19年5月29日に同社と株式交換契約を締結し、平成19年9月1日に株式交換を実施した。

２．実施した会計処理の概要

　上記株式交換は少数株主との取引に該当するため、追加取得した子会社株式の対応する持分を少数株主持分から減

額している。追加投資額との間に生じた差額については、のれんとして処理している。

３．子会社株式の追加取得に関する事項

（１） 取得原価及びその内訳

取得の対価　　　　　株式会社アイ・ビー・イーの普通株式　　　　37,873千円

（２） 株式の種類別の交換比率及びその算定方法並びに交付株式数及びその評価額

① 株式の種類及び交換比率

普通株式　株式会社アイ・ビー・イー：株式会社ネット・タイム＝１：0.00875

② 交換比率の算定方法

　当社及び株式会社ネット・タイムが協議・交渉を行い、上記交換比率を決定した。なお、当社は、株式会社アーケイ

ディア・グループより株式交換比率が財務的見地から妥当である旨の意見書を受領している。

③　交付株式数及びその評価額

　交付株式数　663株

　株式評価額　37,873千円

（３） 発生したのれんの金額、発生原因、償却の方法及び償却期間

①　のれんの金額

　12,019千円

②　発生原因

　当該のれんは、期待される将来の収益力に関連して発生したものである。

③　償却の方法

　定額法

④　償却期間

　5年

・共通支配下の取引等

１．結合当事企業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並びに取引の目的を含む取引

　の概要

（１） 結合当事企業の名称及びその事業の内容

① 結合企業（株式交換完全親会社）

名称　　　　株式会社アイ・ビー・イー（当社）

事業の内容　デジタル映像関連システムソリューションの企画・開発・販売

② 被結合企業（株式交換完全子会社）

名称　　　　株式会社シブヤテレビジョン

事業の内容　街頭ビジョン運営、広告代理店業務、ライブホール及びダンススクール運営、映像製作、ウェブサ
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　　　　　　イト運営、コンテンツ事業

（２） 企業結合の法的形式及び結合後企業の名称

企業結合の法的形式　株式交換

結合当事企業の名称変更はない。

（３） 取引の目的を含む取引の概要

　当社は、51％保有連結子会社である株式会社シブヤテレビジョンを完全子会社化し、経営の機動性と柔軟性の向上を

図ることを目的に、平成19年5月29日に同社と株式交換契約を締結し、平成20年1月31日に株式交換を実施した。

２．実施した会計処理の概要

　上記株式交換は少数株主との取引に該当するため、追加取得した子会社株式の対応する持分を少数株主持分から減額

している。追加投資額との間に生じた差額については、負ののれんとして処理している。

３．子会社株式の追加取得に関する事項

（１） 取得原価及びその内訳

取得の対価　　　　　株式会社アイ・ビー・イーの普通株式　　　　195,103千円

（２） 株式の種類別の交換比率及びその算定方法並びに交付株式数及びその評価額

① 株式の種類及び交換比率

普通株式　株式会社アイ・ビー・イー：株式会社シブヤテレビジョン＝１：2.15

② 交換比率の算定方法

　当社及び株式会社シブヤテレビジョンが協議・交渉を行い、上記交換比率を決定した。なお、当社は、株式会社アーケ

イディア・グループより株式交換比率が財務的見地から妥当である旨の意見書を受領している。

③　交付株式数及びその評価額

　交付株式数　1,264株

　株式評価額　104千円

（３） 発生した負ののれんの金額、発生原因、償却の方法及び償却期間

①　負ののれんの金額

　18,605千円

②　発生原因

　　当該負ののれんは、子会社の追加取得分の取得原価と、当該取得に伴う少数株主持分の減少金額との差額により

　　生じたものである。　　

③　償却の方法

　定額法

④　償却期間

　5年
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【関連当事者との取引】

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

 (1）子会社等

属性
会社等の名
称

住所
資本金又
は出資金

(千円)

事業の内
容又は職
業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

 関係内容

取引の内容
取引金額

(千円)
科目

期末残高
(千円)役員の

兼任等
（人）

事業上
の関係

関連会社

ダイナウェ

アソリュー

ションズ㈱

東京都　渋

谷区  
696,628

ソフト

ウェア業

 

（所有） 

直接 

24.51％ 

―
販売代

理店 

資金の貸付 ― ― ―

貸付の利息 4,934 ― ―

         売上 241 ― ―

　（注）上記会社に対する資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しており、返済期日平成19

　　　　年10月31日、毎月の分割返済としております。なお、担保として有価証券を受け入れております。

　　　　ダイナウェアソリューションズ㈱の株式は当連結会計年度に全て売却しております。関連当事者でなくなった

　　　　時点の貸付金残高は142,000千円であります。

　

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

(1）親会社及び法人主要株主等

属性 会社等の名称 住所
資本金又
は出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

 関係内容

取引の内容
取引金額

(千円)
科目

期末残高
(千円)

役員の兼
任等
（人）

事業上の
関係

その他の

関係会社

株式会社ケン・

コーポレーション

東京都

港区
380,000

不動産の賃

貸・売買仲

介

被所有直接

 

32.1％ 

―

システム

の受託開

発 

転換社債型新

株予約権付社

債の引受　

200,000
新株予約権

付社債
200,000

利息の支払 3,868 未払利息　 3,868

　

　（注）取引条件及び取引条件の決定方針等

社債の利率は市場の金利を勘案の上合理的に決定しており、返済期間は３年、償還日一括返済となって

おります。
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 　　　　　―

１株当たり当期純損失 44,626 円  57銭

１株当たり純資産額 　　　1,899円 11銭

１株当たり当期純損失 　5,014円 50銭   

なお、潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式があるものの、当連結会計年度は、当期

純損失のため、記載を省略しております

同左

　（注）　１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり当期純損失金額   

当期純損失（千円） 1,050,152 234,026

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純損失（千円） 1,050,152 234,026

期中平均株式数（株） 23,532 46,670

　   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

当期純利益調整額（千円） ― ―

普通株式増加数（株） ― ―

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかっ

た潜在株式の概要

　(注) 　(注)

（注）　潜在株式の種類

 ①　第１回新株予約権

 
前連結会計年度 

(自　平成18年４月１日 
至　平成19年３月31日) 

当連結会計年度 
(自　平成19年４月１日 
至　平成20年３月31日) 

　株主総会特別決議日 平成14年９月13日 同左

　新株予約権の残高 593個 504個

　新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

　新株予約権の目的となる株式の数 1,186株 1,008株

　払込価格 140,664円 138,613円

　資本組入額  70,332円 69,307円

　新株予約権の行使期間 
 平成15年９月14日から 

平成24年９月13日まで

同左

同左

 ②　第２回転換社債型新株予約権付社債

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日) 

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日) 

新株予約権付社債の残高 370,000,000円 ─────

新株予約権の残高（個） 37個 ─────

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 ─────

新株予約権の目的となる株式の数 6,830株 ─────

 新株予約権の行使時の払込金額 54,167円 ─────

　新株予約権の行使期間
 平成19年２月６日から 

平成21年４月２日まで
─────

 新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額

 発行価格　   54,167円 

 資本組入額　 27,084円

─────

─────

 (注)第2回転換社債型新株予約権付社債については、転換権の行使と買入償還により平成20年３月31日現在の残高はあり
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ません。

 ③　第３回転換社債型新株予約権付社債

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日) 

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日) 

新株予約権付社債の残高 ───── 400,000,000円

新株予約権の残高（個） ───── 40個

新株予約権の目的となる株式の種類 ───── 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数 ───── 4,964株

新株予約権の行使時の払込金額 ───── 　80,550円

新株予約権の行使期間 ───── 
 平成20年２月９日から 

平成22年８月８日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額

───── 

─────

 発行価格 　  80,550円 

 資本組入額   40,275円

 ④　第４回新株予約権

 
前連結会計年度 

(自　平成18年４月１日 
至　平成19年３月31日) 

当連結会計年度 
(自　平成19年４月１日 
至　平成20年３月31日) 

　株主総会特別決議日 ───── 平成19年12月19日

　新株予約権の残高 ───── 4,800個

　新株予約権の目的となる株式の種類 ───── 普通株式

　新株予約権の目的となる株式の数 ───── 10,311株

　払込価格 ───── 23,256円

　資本組入額 ───── 11,628円

　新株予約権の行使期間 ─────
平成21年11月20日から

平成26年11月19日まで

 (注)第４回新株予約権は、株式会社シブヤテレビジョンとの株式交換に際して、同社発行の新株予約権と引換に割当て交

付したものです。
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（重要な後発事象）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（1）当社は、平成19年１月22日開催の取締役会決議によ

り、平成19年４月２日付で株式会社ネット・タイムの普通

株式を第三者割当増資の引受により取得し当社の子会社

としました。

（取得会社の概要）

1. 商号　　　　株式会社ネット・タイム

2. 代表者　　　代表取締役社長　橋本晃　

3. 所在地  　　東京都千代田区

4. 設立　　　　平成８年８月８日　

5. 資本金　　　299,301千円

6. 出資比率　　52.3%

7. 取得する株式の数　　　　　83,000株

8. 取得する株式の取得価格　　41,500千円

　

(2)当社は、平成19年4月16日開催の取締役会決議により、平

成19年4月23日付けで株式会社シブヤテレビジョンの普通

株式を株式譲渡により取得し当社の子会社としました。

（取得会社の概要）

1. 商号　　　　株式会社シブヤテレビジョン

2. 代表者　　　代表取締役　秋元耕士　　

3. 所在地  　　東京都港区

4. 設立　　　　平成10年８月17日　

5. 資本金　　　60,000千円

6. 出資比率　　51.0%

7. 取得する株式の数　　　　　612株

8. 取得する株式の取得価格　　142,799千円

　

（3）平成19年５月29日開催の取締役会において、平成19

年９月１日を期して株式交換により株式会社ネット・タ

イムを完全子会社とすることを決定しております。

　

（4）第2回2009年満期ユーロ円建転換社債型新株予約権

付社債（残存額面総額350,000千円）につき、平成19年６月

１日に300,000千円を一部繰上償還しております。

　平成20年4月1日に、当社の事業部門（以下「本件営

業」）を当社の完全子会社である株式会社アイ・ビー・

イー・ネット・タイム（旧社名　株式会社ネット・タイ

ム）（以下「承継会社」）に吸収分割し、当社を持株会社

としました。

 対象となった事業の名称及びその事業の内容、企業結合

の法的形式、結合後企業の名称並びに取引の目的を含む取

引の概要及び実施した会計処理の概要は以下のとおりで

す。

記

(1)企業結合の内容

①対象となった事業の名称及びその事業の内容

事業の名称  当社のシステムソリューション事業　

　事業の内容  当社のデジタル映像関連システムソリュ

              ーションの企画・開発・販売並びにこれ

              に附帯する事業の全部

②企業結合の法的形式

　当社を分割会社とし、株式会社アイ・ビー・イー・

ネット・タイムを承継会社とする吸収分割　

③結合後企業の名称

株式会社アイ・ビー・イー・ネット・タイム　

④取引の目的を含む取引の概要

  当社の事業部門を株式会社アイ・ビー・イー・ネッ

ト・タイムに承継することにより、IT分野における幅広

い ニーズの把握、機動的かつ柔軟な製品開発及び販売

を可能とし、当社グループとしてより効率的な事業運営

体制の確立を目的として本件分割を行うものでありま

す。

(2)実施した会計処理の概要　　

　「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会　平成

15年10月31日）及び「企業結合会計基準及び事業分離

等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指

針第10号　最終改正平成18年12月22日）に基づき、共通

支配下の取引として処理しております。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
（千円）

当期末残高
（千円）

利率（％） 担保 償還期限

  平成年月日     平成年月日

 ㈱アイ・ビー・イー 第１回無担保社債 14.8.30
100,000

(100,000)

－

－
0.71 なし 19.8.30

  〃 第３回無担保社債 15.6.26
32,000

(32,000)

－

－
0.25 なし 19.6.26

  〃 第４回無担保社債 15.7.31
60,000

(40,000)

20,000

(20,000)
0.56 なし 20.7.31

  〃 第５回無担保社債 16.9.30
25,000

(25,000)

－

－
0.57 なし 19.9.28

  〃 第７回無担保社債 17.7.27
140,000

(40,000)

100,000

(40,000)
0.68 なし 22.7.23

  〃 第８回無担保社債 17.9.26
140,000

(40,000)

100,000

(40,000)
0.36 なし 22.9.24

  〃 第９回無担保社債 17.9.28
140,000

(40,000)

100,000

(40,000)
0.80 なし 22.9.28

  〃
第２回転換社債型新

株予約権付社債
19.2.6 370,000 － 0.00 なし  21.4.9

  〃
第３回転換社債型新

株予約権付社債
19.8.9 － 400,000 3.00 なし 22.8.9

合計 － －
1,007,000

(317,000)

720,000

(140,000)
－ － －

　（注）１．(　)内書きは、1年以内の償還予定額であります。

　　　　２．新株予約権付社債に関する記載は次のとおりであります。

　 第２回 第３回

発行すべき株式 普通株式　 　　　普通株式　

新株予約権の発行価額(円) 無償　 　　　無償　

株式の発行価格(円) 54,167 80,550

発行価額の総額(千円) 370,000 400,000

新株予約権の行使により発行した株式の発

行価額の総額（百万円）
───── ─────　

新株予約権の付与割合（％） 100 　100

新株予約権の行使期間
自　平成19年２月６日

至　平成21年４月２日

自　平成20年２月９日

至　平成22年８月８日

　

３．連結決算日後５年間の償還予定額は以下のとおりであります。

１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

140,000 120,000 460,000 － －
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【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 － 200,999 3.0　 －

１年以内に返済予定の長期借入金 20,000 198,760 2.6　 －

１年以内に返済予定のリース債務 － － －　 －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 20,000 573,770 2.6　 平成22年～29年

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） － － －　 －

その他の有利子負債 － － －　 －

計 40,000 973,529 － －

内部取引の消去 － 15,500 － －

計 40,000 958,029 － －

　（注）１．平均利率は当期末借入金残高の加重平均利率を記載しております。

２．前連結会計年度は連結貸借対照表を作成しておりませんので、前期末残高の数値は個別財務諸表の数値を用

いております。

３．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結貸借対照表日後５年内における返済予定額は以下

のとおりであります。

 
１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

長期借入金 348,360 31,560 31,560 31,560
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（２）【その他】

該当事項はありません。
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  
前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ　流動資産        

１．現金及び預金   858,894   212,320  

２．受取手形   －   12,075  

３．売掛金 ※1　  221,917   179,975  

４. 有価証券   26,250   －  

５．商品   97,503   61,104  

６．仕掛品   7,452   10,905  

７．貯蔵品   36   52  

８．前渡金   711   140  

９．前払費用   1,741   7,681  

10．関係会社短期貸付金   －   15,500  

11. その他   14,712   10,613  

12．貸倒引当金   △8,959   △8,783  

流動資産合計   1,220,259 83.9  501,586 45.5

Ⅱ　固定資産        

(1）有形固定資産        

１．建物  25,688   25,688   

減価償却累計額  12,094 13,594  14,075 11,613  

２．工具器具及び備品  108,406   101,841   

減価償却累計額  82,415 25,991  83,037 18,804  

有形固定資産合計   39,585 2.7  30,417 2.8

(2）無形固定資産        

１．ソフトウェア   55,654   34,864  

２．電話加入権   509   509  

無形固定資産合計   56,164 3.9  35,373 3.2
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前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

(3）投資その他の資産        

１．投資有価証券   12,600   9,200  

２．関係会社株式   －   417,276  

３．長期貸付金   142,000   9,800  

４．長期前払費用   36,344   36,279  

５．敷金保証金   70,332   70,332  

６．貸倒引当金   △122,000   △6,800  

投資その他の資産合計   139,277 9.5  536,088 48.6

固定資産合計   235,027 16.1  601,880 54.5

資産合計   1,455,287 100.0  1,103,466 100.0

（負債の部）        

Ⅰ　流動負債        

１．買掛金 ※1  71,315   92,105  

２．一年内返済予定長期
借入金

  20,000   20,000  

３．一年内償還予定社債   317,000   140,000  

４．未払金   26,099   5,875  

５．未払費用 ※1  34,685   40,015  

６．未払法人税等   7,148   6,173  

７．前受金   23,156   16,014  

８．預り金   3,070   3,257  

９. 株主優待引当金   4,000   4,000  

10.リース資産減損勘定   132,890   81,021  

11. その他流動負債   10,060   8,004  

流動負債合計   649,427 44.6  416,468 37.7
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前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅱ　固定負債        

１．社債   320,000   180,000  

２. 新株予約権付社債 ※１　  370,000   400,000  

３．長期借入金 　  20,000   －  

４．繰延税金負債 　  188   －  

固定負債合計   710,188 48.8  580,000 52.6

負債合計   1,359,616 93.4  996,468 90.3

（純資産の部） 　       

Ⅰ　株主資本 　       

１．資本金 　  1,555,542 106.9  1,590,542 144.1

２．資本剰余金 　       

(1）資本準備金 　 1,334,882   1,529,655   

資本剰余金合計 　  1,334,882 91.7  1,529,655 138.6

３．利益剰余金 　       

(1）その他利益剰余金 　       

特別償却準備金 　 275   －   

繰越利益剰余金 　 △2,795,028   △3,087,873   

利益剰余金合計 　  △2,794,753 △192.0  △3,087,873 △279.8

株主資本合計 　  95,671 6.6  32,324 2.9

Ⅱ　新株予約権 　  － －  74,672 6.8

純資産合計 　  95,671 6.6  106,997 9.7

負債純資産合計 　  1,455,287 100.0  1,103,466 100.0
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②【損益計算書】

  
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 ※３       

１．システムインテグレー
ション売上高

 545,967   356,363   

２．プロダクト売上高  325,062   284,466   

３．サービス売上高  138,719 1,009,749 100.0 180,998 821,828 100.0

Ⅱ　売上原価 ※３       

１．システムインテグレー
ション原価

 437,691   288,980   

２．プロダクト原価  252,277   206,209   

３．サービス原価  123,212 813,180 80.5 85,207 580,397 70.6

売上総利益   196,568 19.5  241,430 29.4

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※1,2  527,914 52.3  475,584 57.9

営業損失   331,345 △32.8  234,154 △28.5

Ⅳ　営業外収益        

１．受取利息 ※３ 15,262   1,084   

２．有価証券利息  1,549   498   

３. 業務指導料 ※３ －   13,285   

４. 経営指導料 ※３ －   18,000   

５. 研究開発助成金  29,331   －   

６．その他  4,898 51,041 5.1 2,801 35,669 4.3

Ⅴ　営業外費用        

１．支払利息  7,923   2,696   

２．社債利息 ※３ 5,958   11,571   

３．社債発行費  24,894   －   

４. 株式交付費  32,545   －   

５. 新株予約権発行費  25,361   －   

６．匿名組合費用  51,798   －   

７．支払保証料  －   2,618   

８．貸倒引当金繰入  －   7,100   

９．その他  18,818 167,299 16.6 888 24,875 3.0

経常損失   447,602 △44.3  223,360 △27.2
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前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅵ　特別利益        

１．固定資産売却益 ※５ 77,765   －   

２．貸倒引当金戻入益  2,421   475   

３．その他  6 80,192 7.9 － 475 0.1

Ⅶ　特別損失        

１. 投資有価証券評価損 　 49,399   19,649   

２. リース解約損 　 77,711   －   

３. 投資有価証券売却損 　 2,590   －   

４. 減損損失 ※４ 146,012   －   

５. 出資金評価損 　 171,084   －   

６. 商品評価損 　 －   29,920   

７. 債権売却損 　 －   18,260   

８. 固定資産売却損 ※６　 －   229   

９. 定期預金解約損 　 3,444   －   

10. ソフトウェア評価損 　 230,629   －   

11. その他 　 － 680,872 67.4 74 68,134 8.3

税引前当期純損失   1,048,281 △103.8  291,018 △35.4

法人税、住民税及び事業
税

 2,059   2,290   

法人税等調整額  △188 1,871 0.2 △188 2,102 0.7

当期純損失   1,050,152 △104.0  293,119 △35.7
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売上原価明細書

○　システムインテグレーション原価明細書

  
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

システムインテグレーション
原価

     

Ⅰ．人件費  112,983 20.1 127,391 32.6

Ⅱ．外注費  93,607 16.7 71,676 18.6

Ⅲ．経費 ※２ 354,426 63.2 191,363 49.5

当期総製造費用  561,017 100.0 390,431 100.0

期首仕掛品たな卸高  5,484  7,452  

合計  566,502  397,883  

他勘定振替高 ※３ 121,359  97,997  

期末仕掛品たな卸高  7,452  10,905  

当期システムインテグ
レーション原価

 437,691  288,980  

　（注）

前事業年度 当事業年度

 ※１．原価計算方法は、実際個別原価計算によっておりま

す。

※１．　　　　　　　　同左

※２．主な内訳は次のとおりであります。 ※２．主な内訳は次のとおりであります。

購入部材費 182,259千円 購入部材費 87,397千円

ソフトウェア償却費 37,315千円 　  　

※３．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 ※３．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。

研究開発費 71,552千円 研究開発費 61,949千円

販売促進費 49,806千円 販売促進費 36,047千円

○　プロダクト原価明細書

  
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ　プロダクト商品原価      

１．期首商品たな卸高  112,306  97,503  

２．当期商品仕入高  155,597  167,164  

合計  267,903  264,668  

３．他勘定振替高 ※２ －  29,920  

４．期末商品たな卸高  97,503  61,104  

当期プロダクト商品原価  170,399 67.5 173,643 84.2

Ⅱ　人件費  16,051 6.4 5,034 2.4
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前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅲ　外注費  19,056 7.6 17,051 8.3

Ⅳ　経費  46,769 18.5 10,479 5.1

当期プロダクト原価  252,277 100.0 206,209 100.0

（注）

前事業年度 当事業年度

 ※１．原価計算方法は、実際個別原価計算によっておりま

す。

※１．　　　　　　　　同左

───── ※２．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。

　  　 商品評価損 29,920千円

○　サービス原価明細書

  
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ．商品仕入 　 26,757 21.7 22,028 25.8

Ⅱ．人件費 　 27,621 22.4 29,207 34.3

Ⅲ．外注費  16,268 13.2 9,050 10.6

 Ⅳ．経費 　 52,564 42.7 24,921 29.2

当期サービス原価 　 123,212 100.0 85,207 100.0

      

　（注）

前事業年度 当事業年度

原価計算方法は、実際個別原価計算によっております。 同左
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

 

株主資本

資本金
資本剰余金  利益剰余金

株主資本合計
資本準備金 特別償却準備金  繰越利益剰余金  利益剰余金合計

平成18年３月31日　残高
（千円）

1,002,105 781,445 826 △1,745,426 △1,744,600 38,949

事業年度中の変動額       

新株の発行 553,437 553,437 － － － 1,106,874

当期純損失 － － － △1,050,152 △1,050,152 △1,050,152

特別償却準備金取崩額 － － △550 550 － －

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

－ － － － － －

事業年度中の変動額合計
（千円）

553,437 553,437 △550 △1,049,602 △1,050,152 56,721

平成19年３月31日　残高
（千円）

1,555,542 1,334,882 275 △2,795,028 △2,794,753 95,671

 
評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成18年３月31日　残高
（千円）

1,283 1,283 40,232

事業年度中の変動額    

新株の発行 － － 1,106,874

当期純損失 － － △1,050,152

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

△1,283 △1,283 △1,283

事業年度中の変動額合計
（千円）

△1,283 △1,283 55,438

平成19年３月31日　残高
（千円）

－ － 95,671

当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
資本準備金

 その他利益剰余金
 利益剰余金
合計特別償却準備金

 繰越利益
剰余金

平成19年３月31日　残高
（千円）

1,555,542 1,334,882 275 △2,795,028 △2,794,753 95,671

事業年度中の変動額       

新株の発行 35,000 35,000 － － － 70,000

当期純損失 － － － △293,119 △293,119 △293,119

株式交換による変動額 － 159,773 － － － 159,773

特別償却準備金取崩額 － － △275 275 － －

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

－ － － － － －

事業年度中の変動額合計
（千円）

35,000 194,773 △275 △292,844 △293,119 △63,346

平成20年３月31日　残高
（千円）

1,590,542 1,529,655 － △3,087,873 △3,087,873 32,324

 新株予約権 純資産合計

平成19年３月31日　残高
（千円）

－ 95,671
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 新株予約権 純資産合計

事業年度中の変動額   

新株の発行 － 70,000

当期純損失 － △293,119

株式交換による変動額 － 159,773

特別償却準備金取崩額 － －

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

74,672 74,672

事業年度中の変動額合計
（千円）

74,672 11,326

平成20年３月31日　残高
（千円）

74,672 106,997
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継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

   当社は、前事業年度において2,132,495千円の大幅な当期

純損失を計上し、当事業年度においても331,345千円の営

業損失、447,602千円の経常損失、1,050,152千円の当期純損

失を計上しております。当該状況により、継続企業の前提

に関する重要な疑義が存在しております。　

 　当社は、前事業年度においては、今後拡大が予想される「

Video-IT」分野の一般企業マーケットに対する事業展開

において、広範な市場ニーズに柔軟に対応できる開発資

源およびノウハウの拡充が不十分であったため所定の成

果を達するにいたらず、重要な営業損失を計上すること

となりました。同分野に対する事業戦略の再構築および

財務体質の強化を図る目的で、前事業年度において不採

算部分については特別損失を計上、当事業年度以降の費

用負担を圧縮いたしましたが、当事業年度においても重

要な当期純損失を計上する結果となりました。当社では、

当事業年度においては、新たな経営陣を選任し経営体制

の強化に努め、幅広い市場ニーズに対応できる事業体制

の再構築を図っております。前事業年度に比して損益状

況、財務体質ともに改善の方向に向かってはいるものの、

収益を生み出す企業体質への転換を果たすためには、更

なる事業分野の選択と集中が必要との観点から、当社資

産全般について今後の事業方針等も鑑み、その資産性を

改めて精査いたしました。その結果、当事業年度において

680,872千円の特別損失を計上、1,050,152千円の当期純損

失を計上することとなりました。　

　当社ではこれらの状況を解消すべく、アライアンスの強化

を通じて経営資源の整備・拡充に努めております。平成

18年３月に株式会社インターネット総合研究所、平成19

年１月に株式会社ネット・タイム、平成19年２月には株

式会社シブヤテレビジョンと包括的な業務提携契約を締

結しております。当社の持つデジタル映像技術と新たな

経営資源を融合させることで、確固たる収益基盤の確保

および事業の再構築を計画しており、前事業年度および

当事業年度に行った不採算資産整理の効果も加わり、来

事業年度以降の損益構造の改善を見込んでおります。　

   当社は、前々事業年度、前事業年度において営業損失、経

常損失、当期純損失を計上し、当事業年度においても

234,154千円の営業損失、223,360千円の経常損失、293,119

千円の当期純損失を計上しております。当該状況により、

継続企業の前提に関する重要な疑義が存在しておりま

す。　

 　当社は、前々事業年度において計上した大幅な損失・財

務指標の悪化を解消するために、前事業年度においては、

新たな経営陣を選任し経営体制の強化に努め、幅広い市

場ニーズに対応できる事業体制の再構築を図ってまいり

ました。その結果、損益状況、財務体質ともに改善されて

はおりますが、今後拡大が予想される「Video-IT」分野の

一般企業マーケットに対する事業展開において、広範な

市場ニーズに柔軟に対応できる開発資源およびノウハウ

の拡充が不十分であったため所定の成果を達するにいた

らず、前事業年度において重要な営業損失を計上するこ

ととなりました。当事業年度においては事業再構築の成

果もあり、大幅な固定費の削減を実現するなど収益体質

の改善に努めましたが、当事業年度におきましては、

234,154千円の営業損失を計上することとなりました。　

　　当社ではアライアンスの強化を通じて更なる経営資源の

整備・拡充に努めており、平成19年１月に株式会社ネッ

ト・タイム、平成19年２月には株式会社シブヤテレビ

ジョンと包括的な業務提携契約を締結し、同年４月には

両社を連結子会社化し、株式会社ネット・タイムについ

ては平成19年９月１日、株式会社シブヤテレビジョンに

ついては平成20年1月31日をもって完全子会社化してお

ります。当社の持つデジタル映像技術と新たな経営資源

を融合させることにより、確固たる収益基盤の確保およ

び事業の再構築を計画しており、前事業年度に行った不

採算資産整理の効果も加わり、翌事業年度以降の損益構

造の更なる改善に向けた取り組みを行っております。　
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前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 　資金面におきましては、平成19年３月８日に業務提携先

である株式会社シブヤテレビジョンとの共同事業展開を

推進するために同社の親会社である株式会社ケン・コー

ポレーションをはじめとする引受先に対し第三者割当に

よる新株発行を行い、総額921,670千円の資金を調達して

おります。また、平成18年4月13日に転換社債型新株予約

権付社債の発行により2,000,000千円を調達しておりま

す。同社債につきましてはその後の当社の資本調達の状

況や株式市場の動向を考慮し、将来の償還リスクを軽減

する観点から、当事業年度に1,600,000千円の買入消却を

行っておりますが、当座の運転資金として400,000千円を

確保しております。さらに株主資本の強化を図るため平

成18年7月3日に第2回新株予約権6,500株を発行、平成18年

12月15日には第3回新株予約権13,000株を発行いたしまし

た。これら新株予約権は既存株式価値の希薄化懸念を考

慮し、平成19年２月21日に同日時点の残存部分全部につ

き当社による取得及び消却を行っておりますが、当事業

年度において2,185株の新株予約権の行使により、155,136

千円の払込を受けております。このように当事業年度に

おいて当社では財務体質強化を重要な経営課題として位

置づけ、その基盤強化に取り組んでまいりました。

 　当社では、継続企業の前提に関する重要な疑義は解消さ

れるものと判断しております。よって、財務諸表は継続企

業を前提として作成されており、このような重要な疑義

の影響を財務諸表には反映しておりません。 

 　資金面におきましては、平成19年３月８日に業務提携先

である株式会社シブヤテレビジョンとの共同事業展開を

推進するために同社の親会社である株式会社ケン・コー

ポレーションをはじめとする引受先に対し第三者割当に

よる新株発行を行い、総額921,670千円の資金を調達して

おります。また、平成19年８月９日には業務提携も視野に

入れ、大和ハウス工業株式会社、株式会社ケン・コーポ

レーションを割当先とし総額400,000千円の転換社債型新

株予約権付社債を発行しております。このように当社で

は安定した経営基盤の確立と財務体質強化に取り組んで

まいりました。

 　当社では、継続企業の前提に関する重要な疑義は解消さ

れるものと判断しております。よって、財務諸表は継続企

業を前提として作成されており、このような重要な疑義

の影響を財務諸表には反映しておりません。
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重要な会計方針

項目
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．有価証券の評価基準及

び評価方法

 （1）満期保有目的の債券

 　　 償却原価法を採用しております。

 （2）関連会社株式

　　　移動平均法による原価法を採用

　　しております。

 （3）その他有価証券

　 時価のあるもの

 　　決算日の市場価格等に基づく時価

　　法（評価差額は全部純資産直入法に

　　より処理し売却原価は移動平均法に

　　より算定）を採用しております。

　 時価のないもの 

　　　移動平均法による原価法を採用し

　　ております。

　─────

　

 （1）子会社株式及び関連会社株式

同左

 

 （2）その他有価証券

　 時価のあるもの

同左

　

　

   時価のないもの 

同左

２．デリバティブの評価基

準及び評価方法

（1）デリバティブ

　　　 時価法

（1）デリバティブ

同左

３．たな卸資産の評価基準

及び評価方法

 （1）商品 

　先入先出法による原価法によっており

ます。

 （1）商品 

同左

 （2）仕掛品

　個別法による原価法によっておりま

す。

（2）仕掛品

同左

 （3）貯蔵品

　先入先出法による原価法によっており

ます。

（3）貯蔵品

同左

４．固定資産の減価償却の

方法

(1）有形固定資産

　定率法によっております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

　建物　　　　　　　　　　８～15年

　工具器具及び備品　　　　３～８年

　また、取得価額10万円以上20万円未満

の資産については、３年間で均等償却し

ております。

（1）有形固定資産

平成19年３月31日以前に取得したもの 

旧定率法

平成19年４月１日以降に取得したもの 

定率法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであり

ます。

建物及び建築物　８～41年

機械装置　　　　３～６年

工具器具備品　　２～15年

また、取得価額10万円以上20万円未満の資

産については、３年間で均等償却しており

ます。

   （会計方針の変更）

 当事業年度から法人税法の改正を機に、

平成19年４月1日以降取得の有形固定資産

については改正法人税法に規定する償却

方法により減価償却費を計上しておりま

す。

 なお、この変更に伴う損益への影響は軽

微であります。
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項目
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

  （追加情報） 

 法人税法改正に伴い、平成19年３月31日

以前に取得した資産については、改正前の

法人税法に基づく減価償却の方法の適用

により取得価額の５％に到達した事業年

度の翌事業年度により、取得価額の５％相

当額と備忘価額との差額を５年間にわた

り均等償却し、減価償却費に含めて計上し

ております。

 これによる損益への影響は軽微でありま

す。

　

 (2）無形固定資産

①自社利用のソフトウェア

社内における見込利用可能期間（３～

５年）による定額法によっております。

(2）無形固定資産

①自社利用のソフトウェア

同左

 ②市場販売目的のソフトウェア

見込販売可能期間（３年）による定額

法によっております。

②市場販売目的のソフトウェア

同左

 (3）長期前払費用

　均等償却によっております。主な償却

期間は５年であります。

(3）長期前払費用

同左

 ５. 繰延資産の処理方法 (1)社債発行費

  支払時に全額費用として処理しており

ます。

(1)社債発行費

同左

 

 

(2)株式交付費

　支払時に全額費用として処理しておりま

す。 

(2)株式交付費

同左

 

(3)新株予約権発行費

　支払時に全額費用として処理しておりま

す。 

　─────

　

６．引当金の計上基準 (1)貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等の特定の債権については、個

別に回収可能性を検討し、回収不能見込額

を計上しております。

(2)株主優待引当金

 　将来の株主優待券の利用による費用の発

生に備えるため、翌期以降に発生すると見込

まれる額を計上しております。

 

(1)貸倒引当金

　　　　　　　　同左

 

 

 

 

(2)株主優待引当金

同左

７．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。

同左

８．その他財務諸表作成の

ための基本となる重要な

事項

消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左
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会計処理方法の変更

項目
前事業年度 

（自　平成18年４月１日 
    至　平成19年３月31日） 

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

会計方針の変更  「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準」

 　当事業年度から、「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準」(企業会計基準

第5号　平成17年12月9日)及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準等の適用

指針」(企業会計基準適用指針第8号　平成17

年12月9日)を適用しております。

　これによる損益に与える影響はありません。

　従来の「資本の部」の合計に相当する金額

は95,671千円であります。

　なお、当事業年度における貸借対照表の純資

産の部については、財務諸表等規則の改正に

伴い、改正後の財務諸表等規則により作成し

ております。

───────
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表示方法の変更

項目
前事業年度 

（自　平成18年４月１日 
    至　平成19年３月31日） 

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

表示方法の変更  （貸借対照表）

　前期まで区分掲記しておりました「デ

リバティブ債務」（当期3,660千円）は、

負債及び純資産の総額の100分の1以下と

なったため、流動負債の「その他」に含

めて表示しております。

 （貸借対照表）

─────

　  （損益計算書）

　前期まで区分掲記しておりました「支

払保証料」（当期7,582千円）は、営業外

費用の総額の100分の10以下となったた

め、営業外費用の「その他」に含めて表

示しております。

 （損益計算書）

1.前事業年度において営業外費用にて区

分掲記しておりました「社債発行費」

（当事業年度294千円）及び「株式交付

費」（当事業年度418千円）は、営業外費

用の総額の100分の10以下となったため、

当事業年度より営業外費用の「その他」

に含めて表示しております。

2.前事業年度において営業外費用の「そ

の他」に含めて表示しておりました「支

払保証料」（前事業年度7,582千円）は、

営業外費用の総額の100分の10を超えた

ため、当事業年度において区分掲記する

こととしました。
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

───── ※１．関係会社項目

　関係会社に対する資産及び負債には区分掲記された

もののほか次のものがあります。

売掛金 　　　 9,086千円　

買掛金 　　　23,006千円

新株予約権付社債  　　200,000千円

未払費用 　　　 3,868千円　
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※１．販売費に属する費用のおおよその割合は42％、一般

管理費に属する費用のおおよその割合は58％であり

ます。

　主要な費目及び金額は次のとおりであります。

※１．販売費に属する費用のおおよその割合は51％、一般

管理費に属する費用のおおよその割合は49％であり

ます。

　主要な費目及び金額は次のとおりであります。

役員報酬 49,845千円

従業員給与 118,418千円

販売促進費 65,118千円

支払地代家賃 36,126千円

減価償却費 4,755千円

ソフトウエア償却費 27,373千円

研究開発費 73,752千円

貸倒引当金繰入 8,070千円

株主優待引当金繰入 4,000千円

役員報酬 77,085千円

従業員給与 93,943千円

販売促進費 48,739千円

支払地代家賃 32,380千円

支払報酬 29,288千円

減価償却費 3,418千円

ソフトウェア償却費 1,264千円

研究開発費 66,959千円

株式上場関連費 25,647千円

業務委託費 28,990千円

株主優待引当金繰入 4,000千円

※２．研究開発費の総額 ※２．研究開発費の総額

一般管理費に含まれる研究開発費 一般管理費に含まれる研究開発費

 73,752千円  66,959千円

※３．関係会社項目

受取利息　　　 4,934千円

※３．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。

売上高 80,083千円

売上原価 34,037千円

業務指導料 13,285千円

経営指導料 18,000千円

社債利息 3,868千円
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前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※４.減損損失　　　　　　　　　

 　減損損失の内訳は次のとおりです。

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

 用途 場所 種類 減損損失

ユニファイド仕

様メールシステ

ム

本社 所有権移転外

ファイナンス

リース

423

ネットワーク対

応デジタル映像

編集ＳＤＫ

本社 所有権移転外

ファイナンス

リース

9,566

Ｃ４Custom開発

ライセンス

本社 所有権移転外

ファイナンス

リース

45,941

携帯コンテンツ

流通管理システ

ム

本社 所有権移転外

ファイナンス

リース

 14,919

デジタルコンテ

ンツアセットマ

ネージ

本社 所有権移転外

ファイナンス

リース

 75,160

コンテンツ使用

料

匿名組合リア

ルネットワー

クス　

長期前払費用  135,194

 　 当社は減損損失を把握するにあたり、事業をシステムイ

ンテグレーション事業、プロダクト事業、サービス・その他

事業に分類し、更にそれぞれのプロジェクト・製品単位にグ

ルーピングを実施しています。当該リース資産については、

市場環境の変化及び機能の陳腐化により収益が悪化してい

るため、未経過リース料を基に算定した帳簿価格を回収可能

価額まで減額し、当該減少額を減損損失(146,012千円)として

特別損失に計上しました。

　なお、回収可能価額は使用価値により測定しており、使用価

値については、将来キャッシュ・フローを3.5％で割引いて計

算しています。　

※４　　　　　　　　　

 ─────

※５.固定資産売却益　　　　　　

 工具器具備品 77,765千円

※５　　　　　　

 ─────

 ───── ※６.固定資産売却損　　　　　　

 工具器具備品 229千円
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）

該当事項はありません。

当事業年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

該当事項はありません。
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（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 
取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額相
当額
（千円）

減損損失
累計額相
当額
（千円）

期末残高
相当額
（千円）

ソフト
ウェア

457,630 230,667 137,933 89,028

合計 457,630 230,667 137,933 89,028

 
取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額相
当額
（千円）

減損損失
累計額相
当額
（千円）

期末残高
相当額
（千円）

ソフト
ウェア

457,630 271,293 137,933 48,402

合計 457,630 271,293 137,933 48,402

２．未経過リース料期末残高相当額及びリース資産減損

勘定の残高

２．未経過リース料期末残高相当額及びリース資産減損

勘定の残高

１年内 93,471千円

１年超 133,427千円

合計 226,898千円

リース資産減損勘定の残高 132,890千円

１年内 96,232千円

１年超 37,194千円

合計 133,427千円

リース資産減損勘定の残高 81,021千円

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 130,614千円

リース資産減損勘定の取崩額 26,042千円

減価償却費相当額 108,527千円

支払利息相当額 10,100千円

減損損失 146,012千円

支払リース料 99,570千円

リース資産減損勘定の取崩額 51,868千円

減価償却費相当額 91,525千円

支払利息相当額 6,098千円

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

同左

５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、利息

法によっております。

同左
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（有価証券関係）

前事業年度（平成19年３月31日現在）

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

当事業年度（平成20年３月31日現在）

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

（税効果会計関係）

前事業年度
（平成19年3月31日）

当事業年度
（平成20年3月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産   

貸倒引当金損金不算入 53,300千円

投資有価証券評価損損金不算入 25,803千円

外形標準課税損金不算入 1,708千円

株主優待引当金損金不算入 1,628千円

減損損失 72,268千円

ソフトウェア評価損損金不算入 118,119千円

繰越欠損金 1,050,027千円

繰延税金資産小計 1,322,855千円

評価性引当額 △1,322,855千円

繰延税金資産計 － 千円

繰延税金負債   

特別償却準備金 △188千円

繰延税金負債計 △188千円

繰延税金資産の純額 △188千円

繰延税金資産   

棚卸資産評価損損金不算入 12,177千円

貸倒引当金損金不算入 6,342千円

投資有価証券評価損損金不算入 38,787千円

外形標準課税損金不算入 768千円

株主優待引当金損金不算入 1,628千円

減損損失 32,975千円

ソフトウェア評価損損金不算入 67,049千円

繰越欠損金 1,275,051千円

繰延税金資産小計 1,434,780千円

評価性引当額 △1,434,780千円

繰延税金資産計 － 千円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

　　率との差異の原因となった主な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

　　率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 税引前当期純損失が計上されているため記載しており

　　

 ません。

 税引前当期純損失が計上されているため記載しており

 ません。
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１株当たり純資産額     2,122円 16銭

１株当たり当期純損失  44,626円 57銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式があるものの、当事業年度は、当期純損失

のため、記載を省略しております。   

１株当たり純資産額       669円 25銭

１株当たり当期純損失   6,279円 08銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式があるものの、当事業年度は、当期純損失

のため、記載を省略しております。   

　（注）　１株当たり当期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであ

ります。

 
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり当期純利益（△損失）金額   

当期純利益（△損失）（千円） △1,050,152 △293,119

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益（△損失)（千

円）
△1,050,152 △293,119

期中平均株式数（株） 23,532 46,682

　   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

当期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） － －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかっ

た潜在株式の概要

(注) (注)

　（注）　潜在株式の種類

 ①　第１回新株予約権

 
前事業年度

(自　平成18年４月１日 
至　平成19年３月31日) 

当事業年度
(自　平成19年４月１日 
至　平成20年３月31日) 

　株主総会特別決議日 平成14年９月13日  同左

　新株予約権の残高 593個   504個

　新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式  同左

　新株予約権の目的となる株式の数 1,186株  1,008株

　発行価格 140,664円 138,613円

　資本組入額   70,332円   69,307円 

　新株予約権の行使期間 
 平成15年９月14日から 

平成24年９月13日まで

 同左

 同左

 ②　第２回転換社債型新株予約権付社債

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日) 

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日) 

新株予約権付社債の残高 370,000,000円 　─────

新株予約権の残高（個） 37個 　─────

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 　─────

新株予約権の目的となる株式の数 6,830株 　─────

新株予約権の行使時の払込金額 54,167円 　─────

新株予約権の行使期間
 平成19年２月６日から 

平成21年４月２日まで
　─────
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前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日) 

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日) 

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額

 発行価格　   54,167円 

 資本組入額　 27,084円
　─────

 (注)第２回転換社債型新株予約権付社債については、転換権の行使と買入償還により平成20年３月31日現在の残高はあ

りません。

 ③　第３回転換社債型新株予約権付社債

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
 至　平成19年３月31日) 

当事業年度
(自　平成19年４月１日
 至　平成20年３月31日) 

新株予約権付社債の残高 　───── 400,000,000円

新株予約権の残高（個） 　───── 40個

新株予約権の目的となる株式の種類 　───── 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数 　───── 4,964株

新株予約権の行使時の払込金額 　───── 80,550円

新株予約権の行使期間 　─────
 平成20年２月９日から 

平成22年８月８日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額
　─────

 発行価格　   80,550円 

 資本組入額　 40,275円

 ④　第４回新株予約権

 
前事業年度

(自　平成18年４月１日
 至　平成19年３月31日) 

当事業年度
(自　平成19年４月１日
 至　平成20年３月31日) 

　株主総会特別決議日 　───── 平成19年12月19日

　新株予約権の残高 　───── 4,800個 

　新株予約権の目的となる株式の種類 　───── 普通株式 

　新株予約権の目的となる株式の数 　───── 10,311株 

　発行価格 　───── 23,256円

　資本組入額 　───── 11,628円 

　新株予約権の行使期間 　─────
 平成21年11月20日から 

平成26年11月19日まで

 (注)第４回新株予約権は、株式会社シブヤテレビジョンとの株式交換に際して、同社発行の新株予約権と引換に割当て交

付したものです。
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（重要な後発事象）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（1）当社は、平成19年１月22日開催の取締役会決議にり、

平成19年４月２日付で株式会社ネット・タイムの普通株

式を第三者割当増資の引受により取得し当社の子会社と

しました。

（取得会社の概要）

1. 商号　　　　株式会社ネット・タイム

2. 代表者　　　代表取締役社長　橋本晃　

3. 所在地  　　東京都千代田区

4. 設立　　　　平成８年８月８日　

5. 資本金　　　299,301千円

6. 出資比率　　52.3%

7. 取得する株式の数　　　　　83,000株

8. 取得する株式の取得価格　　41,500千円

　

(2)当社は、平成19年4月16日開催の取締役会決議により、平

成19年4月23日付けで株式会社シブヤテレビジョンの普通

株式を株式譲渡により取得し当社の子会社としました。

（取得会社の概要）

1. 商号　　　　株式会社シブヤテレビジョン

2. 代表者　　　代表取締役　秋元耕士　　

3. 所在地  　　東京都港区

4. 設立　　　　平成10年８月17日　

5. 資本金　　　60,000千円

6. 出資比率　　51.0%

7. 取得する株式の数　　　　　612株

8. 取得する株式の取得価格　　142,799千円

　

（3）平成19年５月29日開催の取締役会において、平成19

年９月１日を期して株式交換により株式会社ネット・タ

イムを完全子会社とすることを決定しております。

　

（4）第２回2009年満期ユーロ円建転換社債型新株予約権

付社債（残存額面総額350,000千円）につき、平成19年６月

１日に300,000千円を一部繰上償還しております。

　平成20年4月1日に、当社の事業部門（以下「本件営

業」）を当社の完全子会社である株式会社アイ・ビー・

イー・ネット・タイム（旧社名　株式会社ネット・タイ

ム）（以下「承継会社」）に吸収分割し、当社を持株会社

としました。

　対象となった事業の名称及びその事業の内容、企業結合

の法的形式、結合後企業の名称並びに取引の目的を含む取

引の概要及び実施した会計処理の概要は以下のとおりで

す。

記

(1)企業結合の内容

①対象となった事業の名称及びその事業の内容

事業の名称  当社のシステムソリューション事業　　

　事業の内容  当社のデジタル映像関連システムソリュ

              ーションの企画・開発・販売並びにこれ

              に附帯する事業の全部　

②企業結合の法的形式

　当社を分割会社とし、株式会社アイ・ビー・イー・

ネット・タイムを承継会社とする吸収分割　

③結合後企業の名称

　株式会社アイ・ビー・イー・ネット・タイム　

④取引の目的を含む取引の概要

  当社の事業部門を株式会社アイ・ビー・イー・ネッ

ト・タイムに承継することにより、IT分野における幅広

いニーズの把握、機動的かつ柔軟な製品開発及び販売を

可能とし、当社グループとしてより効率的な事業運営体

制の確立を目的として本件分割を行うものであります。

(2)実施した会計処理の概要　　

　「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会　平成

15年10月31日）及び「企業結合会計基準及び事業分離

等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指

針第10号　最終改正平成18年12月22日）に基づき、共通

支配下の取引として処理しております。
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

　有価証券の金額が資産の総額の100分の1以下であるため、財務諸表等規則124条の記述により記載を省略しております。
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額
（千円）

当期末減損
損失累計額
（千円）

当期償却額
（千円）

差引当期末
残高
（千円）

有形固定資産         

建物 25,688 － － 25,688 14,075 － 1,981 11,613

 

工具器具

及び備品

  

108,406 6,536 13,101 101,841 83,037 － 13,395 18,804

有形固定資

産計
134,095 6,536 13,101 127,530 97,112 － 15,377 30,417

無形固定資産         

 

ソフトウェ

ア

 

489,476 3,203 203,101 289,578 254,714 － 23,994 34,864

電話加入権 509 － － 509 － － － 509

無形固定資

産計
489,986 3,203 203,101 290,088 254,714 － 29,994 35,373

 

　長期前払費

用

 

36,520 1,151 － 37,672 1,392 － 1,216 36,279

（注）１.当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。

工具器具備品　・・・   開発用機器　5,195千円ほか　

ソフトウェア　・・・   開発用ソフトウェア　2,996千円

長期前払費用　・・・   開発用コーデックライセンス使用料　1,151千円

（注）２.当期減少額のうち主なものは次のとおりであります。

　　　　　ソフトウェア　・・・　 開発用ソフトウェア　203,101千円

　

　

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 130,959 7,100 122,000 475 15,583

株主優待引当金 4,000 4,000 4,000 － 4,000

　（注）　貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、洗替による戻入額であります。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

ａ．流動資産

①　現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 12

預金  

普通預金 212,308

　　　　　　　　　　 小計 212,308

合計 212,320

  ②　受取手形

相手先別内訳 　

相手先 金額（千円）

㈱毎日放送 12,075

合計 12,075

期日別内訳 　

期日別 金額（千円）

平成20年４月 12,075

合計 12,075

 　　　 ③　売掛金

　相手先別内訳

相手先 金額（千円）

NECオープンプロキュアメント㈱ 40,659

パナソニック システムソリューションズ ジャパン㈱ 14,175

日本エスジーアイ㈱ 11,840

日本電気㈱ 11,759

㈱テレビ東京 9,774

その他 91,767

合計 179,975

　売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

前期繰越高
（千円）

当期発生高
（千円）

当期回収高
（千円）

次期繰越高
（千円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

×100

(A) ＋ (D)
─────
２

──────
(B)

─────
366

221,917 829,560 871,501 179,975 82.9 88.0

　（注）　当期発生高には消費税等が含まれております。
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④　商品

品名 金額（千円）

ＭＰＥＧ関連ソフトウェア 43,630

ＭＰＥＧ関連ハードウェア 17,473

合計 61,104

⑤　仕掛品

品名 金額（千円）

高速トランスコードシステム 1,401

VODシステム増強 5,303

原盤動画ファイル制作設備 4,200

合計 10,905

⑥　貯蔵品

品名 金額（千円）

収入印紙 47

その他 5

合計 52

⑦　関係会社株式

品名 金額（千円）

㈱シブヤテレビジョン 337,902

㈱ネット・タイム 79,373

合計 417,276

 ⑧　敷金

相手先 金額（千円）

東急不動産㈱ 70,332

合計 70,332

ｃ．流動負債

①　買掛金

相手先 金額（千円）

㈱ネット・タイム 19,016

報映産業㈱ 17,201

㈱ショウナンソフトウェア 9,345

MOG Solutions 6,526

日本ヒューレット・パッカード㈱ 5,081

その他 34,934

合計 92,105

②　１年内償還予定社債　　　　　　　　　　　　　　        140,000千円
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内訳は１　連結財務諸表等　（1）連結財務諸表　⑤　連結附属明細表　社債明細表に記載しております。

 　　 　③　リース資産減損勘定

区分 金額（千円）

ネットワーク対応デジタル映像編集ＳＤＫ 4,133

Ｃ４Ｃｕｓｔｏｍ開発ライセンス 20,876

携帯コンテンツ流通管理システム 6,779

デジタルコンテンツアセットマネージメントシステムＳＤＫ 49,232

合計 81,021

ｄ．固定負債

　①　社債　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　       180,000千円

          内訳は１　連結財務諸表等　(1）連結財務諸表　⑤　連結附属明細表　社債明細表に記載しております。

          ②　新株予約権付社債　　　　　　　　　　　　　　　　       400,000千円

内訳は１　連結財務諸表等　(1）連結財務諸表　⑤　連結附属明細表　社債明細表に記載しております。

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 事業年度末日の翌日から３ヶ月以内

基準日 ３月31日

株券の種類 １株券　10株券　100株券

剰余金の配当の基準日
９月30日

３月31日 

１単元の株式数 －

株式の名義書換え  

取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　全国各支店

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 無料

公告掲載方法

電子公告により行う。

http://www.ibe.jp/

ただし、事故その他やむを得ない事由により電子公告によることができな

いときは、日本経済新聞に掲載して行う。

株主に対する特典

毎年３月31日の最終の株主名簿および実質株主名簿に記載または記録され

た１０株以上保有の株主を対象に、当社の筆頭株主であるケン・コーポ

レーションの関連企業が国内外で保有するホテルを利用できる無料宿泊券

を送付。

　・10株以上50株未満　　　無料宿泊券２泊分

　・50株以上100株未満 　　無料宿泊券３泊分

　・100株以上　　　　　 　無料宿泊券５泊分
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　　当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

   当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　(1)有価証券報告書及びその添付書類

　 事業年度（第９期）（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

   平成19年６月28日関東財務局長に提出。

　(2)有価証券届出書（株式会社アイ・ビー・イー第３回無担保転換社債型新株予約権付社債）

  　 平成19年７月25日関東財務局長に提出。 

　(3)有価証券届出書の訂正届出書（平成19年７月25日提出の有価証券届出書の訂正届出書）

     平成19年７月26日関東財務局長に提出。 

  (4)臨時報告書（主要株主の異動）

  　 平成19年４月27日関東財務局長に提出。

　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第2項第4号の規定に基づく臨時報告書であります。

  (5)臨時報告書（提出会社が完全親会社となる株式交換契約）

  　 平成19年10月16日関東財務局長に提出。

　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号及び同項第６号の２の規定に基づく臨時報告書であります。

  (6)有価証券報告書の訂正報告書（平成19年６月28日提出の事業年度（第９期）有価証券報告書の訂正報告書）

  　 平成19年11月１日関東財務局長に提出。

  (7)臨時報告書（会社の分割）

  　 平成19年11月20日関東財務局長に提出。

　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第７号及に基づく臨時報告書であります。

  (8)臨時報告書（提出会社が完全親会社となる株式交換契約）

  　 平成19年11月30日関東財務局長に提出。

　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第７号及に基づく臨時報告書であります。

  (9)臨時報告書（特定子会社の異動）

　 平成19年12月14日関東財務局長に提出。

　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第７号及に基づく臨時報告書であります。

  (10)半期報告書

　 事業年度（第10期中）（自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日）

   平成19年12月21日関東財務局長に提出。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

  平成１９年６月２７日

株式会社アイ・ビー・イー  

 取締役会　御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 小川　一夫　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 奥見　正浩　　印

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ア

イ・ビー・イーの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結損益計算

書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

アイ・ビー・イー及び連結子会社の平成19年３月31日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フロー

の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

 追記情報

 　１．継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は 409,693 千円の営業損失、 483,492 千円の経常損失、

 　　1,050,152千円の当期純損失を計上しており、継続企業の前提に重要な疑義が存在している。当該状況に対する

　　 来期の計画等は当該注記に記載されている。連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような

　　 重要な疑義の影響を連結財務諸表には反映していない。

 　２．重要な後発事象に記載のとおり、（１）会社は平成19年４月２日付けで株式会社ネット・タイムの普通株式を

　　 取得し子会社とした。（２）会社は平成19年４月16日付けで株式会社シブヤテレビジョンの普通株式を取得し子

　　 会社とした。（３）会社は平成19年５月29日開催の取締役会において、株式会社ネット・タイムを平成19年９月

　　 １日付けで株式交換により完全子会社にすることを決議した。（４）会社は平成19年６月1日に、第２回満期ユー

  　 ロ円建転換社債型新株予約権付社債（残存額面総額 350,000 千円）につき、300,000 千円を繰上償還した。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　（注）　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

  平成２０年６月２６日

株式会社アイ・ビー・イーホールディングス  

 取締役会　御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 吉田　高志　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 奥見　正浩　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社アイ・ビー・イーホールディングス（旧会社名　株式会社アイ・ビー・イー）の平成19年４月１日から平成20年

３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連

結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

アイ・ビー・イーホールディングス（旧会社名　株式会社アイ・ビー・イー）及び連結子会社の平成20年３月31日現在の

財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。

　

追記情報

　１.継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、当グループは前々連結会計年度2,111,547千円、前連結会計年度

1,050,152千円の大幅な当期純損失を計上し、当連結会計年度においては、234,026千円の当期純損失を計上しており、継

続企業の前提に重要な疑義が存在している。当該状況に対する翌連結会計年度の計画等は当該注記に記載されてい

る。連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を反映していない。

　２.重要な後発事象に記載のとおり、平成20年４月１日に株式会社アイ・ビー・イー・ネット・タイム（旧社名　株式会社

ネット・タイム）に対し会社分割を実施し、会社は持株会社に移行している。

　３.連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項に記載のとおり、会社及び連結子会社は平成19年４月１日以降取得

の有形固定資産について、減価償却方法を変更した。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　（注）　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

  平成１９年６月２７日

株式会社アイ・ビー・イー   

 取締役会　御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 小川　一夫　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 奥見　正浩　　印

　当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社アイ・ビー・イーの平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第９期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社アイ

・ビー・イーの平成１９年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点

において適正に表示しているものと認める。 

　

追記情報　

１．継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は 331,345 千円の営業損失、 447,602 千円の経常損失、1,050,152 

千円の当期純損失を計上しており、継続企業の前提に重要な疑義が存在している。当該状況に対する来期の計画等は

当該注記に記載されている。財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を財務

諸表には反映していない。

２．重要な後発事象に記載のとおり、（１）会社は平成１９年４月２日付けで株式会社ネット・タイムの普通株式を取

得し子会社とした。（２）会社は平成１９年４月１６日付けで株式会社シブヤテレビジョンの普通株式を取得し子会

社とした。（３）会社は平成１９年５月２９日開催の取締役会において、株式会社ネット・タイムを平成１９年９月

１日付けで株式交換により完全子会社にすることを決議した。（４）会社は平成１９年６月１日に、第２回満期ユー

ロ円建転換社債型新株予約権付社債（残存額面総額 350,000 千円）につき、 300,000 千円を繰上償還した。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　（注）　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

  平成２０年６月２６日

株式会社アイ・ビー・イーホールディングス  

 取締役会　御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 吉田　高志　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 奥見　正浩　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社アイ・ビー・イーホールディングス（旧会社名　株式会社アイ・ビー・イー）の平成１９年４月１日から平成２

０年３月３１日までの第１０期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明

細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対す

る意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社アイ

・ビー・イーホールディングス（旧会社名　株式会社アイ・ビー・イー）の平成２０年３月３１日現在の財政状態及び同

日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

　

追記情報

　１.継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は前々事業年度、前事業年度において営業損失、経常損失、

当期純損失を計上し、当事業年度においても234,154千円の営業損失、223,360千円の経常損失、293,119千円の当期純損

失を計上しており、継続企業の前提に重要な疑義が存在している。当該状況に対する翌事業年度の計画等は当該注記

に記載されている。財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を反映していな

い。

　２.重要な後発事象に記載のとおり、平成20年４月１日に株式会社アイ・ビー・イー・ネット・タイム（旧社名　株式会社

ネット・タイム）に対し会社分割を実施し、会社は持株会社に移行している。

　３.重要な会計方針に記載のとおり、会社は平成19年４月１日以降取得の有形固定資産について、減価償却方法を変更し

た。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　（注）　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。
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